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第 1章 はじめに

第 1章では、核融合プラズマの閉じ込め性能に関する研究を概観する。

1.1 複雑性科学の対象としてのプラズマ

古典物理の基礎的な運動方程式は、ひとつやふたつの粒子で構成されたミクロな系の

運動を記述するものである。ミクロな構成要素が多数集まってマクロな系となったとき、

素朴な帰結として、ミクロの法則をマクロな系にそのまま拡張すれば全ての運動を予測

できるように思える。しかし、マクロの視点で見たとき、ミクロの法則だけでは演繹/予

測ができない現象が起きており、こうしたマクロな系は複雑系と呼ばれている。P. W.

Andersonが、1972年に Scienceに投稿した論文More is different[1]で指摘したように、

要素還元論的研究だけでなく、マクロレベルで現れる現象を理解するための研究が自然界

の理解に不可欠である。

電離気体であるプラズマは、複雑系の一種であり、電場や磁場を介した長距離相互作用

が作り出す多様な非線形現象が現れる。プラズマの巨視的現象の理解は複雑系の理解に繋

がるとともに、宇宙における星形成、高エネルギー粒子生成等の諸現象の理解や、核融合

エネルギーの利用、半導体技術の高度化など幅広い応用が期待できるため、プラズマは非

常に興味深い研究対象である。本研究はその中で特に磁場閉じ込め核融合プラズマに着目

した研究である。

1.2 核融合プラズマを研究する意義

1.2.1 人類が抱えるエネルギー問題

現在、図 1.1が示すように、世界のエネルギー消費量は増えており、今後も増えていく

ことが見込まれる。現代の基幹エネルギー源は化石燃料であるため、エネルギー消費量の

増大に伴って、温室効果ガスを原因とする地球温暖化やエネルギー源の枯渇が問題視され
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図 1.1: 世界のエネルギー消費量。[2]より抜粋。

ている。2015年の国連サミットで持続可能な社会の開発目標（SDGs）が設定され、その

項目に気候変動への対策や、人類全体へのクリーンなエネルギーの供給が盛り込まれた

[3, 4, 5]。今後、持続可能な社会を実現するには増大するエネルギー需要への供給と環境

問題の解決の両方が重要である。現在、化石燃料を代替するために再生可能エネルギーな

どの利用が進められているが、いずれも一長一短があるため課題解決が難しい。例えば、

原子力発電は大規模かつ安定供給が可能、二酸化炭素の排出がほとんどない、といった長

所があるが、安全性や放射性廃棄物の処分、プルトニウムの管理等のリスク管理に多大な

コストがかかるという欠点がある。再生可能エネルギーには水力や太陽光、風力を用いた

発電などがあり、二酸化炭素の排出がほとんどないが、それぞれ地理、日照時間、気象条

件に依存しており、大規模発電および安定供給が難しい。そのため、新たな基幹エネル

ギー源が求められている。

星のエネルギーを利用する核融合発電はエネルギー問題を解決できると期待されてお

り、20世紀半ばから、様々なコンセプトで核融合発電をめざす研究が精力的に行われて

きた。その代表的なものが、磁場閉じ込め方式とレーザーを用いた慣性閉じ込め方式であ

る。両者とも、近年入力エネルギーと同等程度のエネルギーを生み出すことには成功し

た。しかし、実用化に至るまでには、様々な物理的課題および工学的課題が残されてい

る。磁場閉じ込めプラズマの代表的な課題は、乱流輸送の高精度予測とその制御である。

プラズマの中心で１億度（約 10keV）の高温になる核融合燃焼プラズマは、108K/mオー

ダーの温度勾配を安定に維持する事が必要である。そのような極限的な非平衡状態で駆動
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される乱流は非線形性が卓越する。巨視的性質を理解し、制御する事は、プラズマ物理と

して重要かつチャレンジングな課題であり、複雑性科学としても最先端の課題である。

1.2.2 核融合プラズマ

核融合発電は、太陽をはじめとする恒星で起きている核融合反応によりエネルギーを生

み出す装置である。核融合反応とは、ある２つ以上の原子核が融合して新たなより重い原

子核が生成される反応である [6, 7]。原子核同士を近づけると静電的に反発し合うが、そ

の反発力より大きい力で衝突させると核力が働き、原子核同士は融合する。その過程で、

欠損質量分のエネルギー E = mc2 が放出される。核融合反応の典型的な例は以下の通り

である。

2
1D +2

1 D →3
2 He(0.82MeV ) +1

0 n(2.45MeV ) (1.1)

2
1D +2

1 D →3
1 T (1.01MeV ) +1

1 p(3.03MeV ) (1.2)

2
1D +3

1 T →4
2 He(3.52MeV ) +1

0 n(14.06MeV ) (1.3)

2
1D +3

2 He→4
2 He(3.67MeV ) +1

1 p(14.67MeV ) (1.4)

2
1D +6

3 Li→ 242He(22.4MeV ) (1.5)

1
1p+

7
3 Li→ 242He(17.3MeV ) (1.6)

ここで、2
1Dは重水素（deuterium）、3

1T は三重水素あるいはトリチウム（tritium）、1
1pは

陽子（proton）、1
0n は中性子（neutron）、4

2He はヘリウム（helium）あるいはアルファ

粒子（alpha-particle）、Liはリチウム。これらの反応を大量に起こす方法の一つとして、

燃料をプラズマ状態にし、ある閉じた空間に閉じ込め、温度を上げて熱運動によるイオン

間の衝突で核融合反応起こす方法が考えられた。

数ある核融合反応の中でエネルギー源として核融合炉に利用するには、原子核同士の反

発力が小さく、かつその反応断面積が大きく発熱反応である必要がある。核融合反応の期

待値 ⟨σv⟩を比較すると（図 1.2）、温度が 10から 100keVの間で D-T反応の期待値 ⟨σv⟩
が最も高いため、第一世代の核融合炉は D-T反応を用いることが妥当であると考えれる。

ただし、この温度領域では燃料がプラズマ状態となり、固体壁で閉じ込めることは不可能

である。そのため、磁場を使った高温プラズマ閉じ込め方法の確立が必要である。
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図 1.2: 反応の期待値の温度依存性。⟨σv⟩。⟨σv⟩DD は反応式 1.1 と反応式 1.2 の値の和

を示す。[8]より抜粋。

1.3 トーラスプラズマ

荷電粒子は磁場があると、磁力線を中心に旋回運動（ジャイロ運動）し、磁力線に束縛

される。この性質を活かした閉じ込め方式が磁場閉じ込め方式である。磁場閉じ込め方式

の一つに、ミラー型と呼ばれる直線型の装置がある。装置両端で磁場強度を強めること

で、プラズマが反射する効果（ミラー効果）を利用して、プラズマを閉じ込める装置であ

るが、この方式では磁力線に沿って端から反射しないプラズマが損失してしまう問題があ

る。トーラス系は図 1.3のように磁力線を円環上に閉じることで端からの損失をなくすこ

とができ、現在の磁場閉じ込め核融合プラズマ研究において主流となっている。プラズマ

の回転対称軸からの距離を大半径とよび、プラズマ太さ断面の半分を小半径とよぶ。トー

ラスの対称性がある方向（Hφ, J の方向）をトロイダル方向とよぶ。またトロイダル方

向に電流 J を流した時に生成される磁場の向きをポロイダル方向（Hθ の方向）と呼ぶ。

トーラス磁場配位では、大半径方向に磁場強度が変化するため、磁場勾配（∇B）ドリフト
によって電子とイオンが上下に分極し、電場 E が発生する。トロイダル方向電場のみの

単純なトーラスでは、この電場による E ×B ドリフトがプラズマを系外に損失させる問

題が明らかとなった。この問題を解決するためにポロイダル方向の磁場を形成し、磁力線
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をねじる（回転変換）ことが、上下方向の電場を短絡するため有効である。この磁力線を

ねじる方式は２種類にわけることができ、ITER[9]に代表されるトカマク型（軸対称系）

の装置では、プラズマ中に電流を流すことで回転変換を与え、ステラレータ／ヘリカル型

（非軸対称形）では外部コイルでポロイダル磁場を形成することで回転変換を与える。

図 1.3: トーラス磁場配位の概略図。[10]より抜粋

トーラスプラズマの磁力線はトーラスを何回転もした時に磁気面をつくり、磁気面は幾

重にも重なり、図 1.4のような入れ子状となる。高温プラズマを閉じ込めた場合は、多く

の場合は、多くの磁場に沿って温度や密度が一様になると近似することができるため、プ

ラズマの分布は、磁気面のラベル（磁気面関数）によって記述することが可能になる。本

研究でプラズマの輸送を議論する場合には、この仮定を前提として、磁気面を横切る輸送

を議論する。

図 1.4: トーラス磁場の磁気面。[10]より抜粋
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現在、南フランスのサン・ポール・レ・デュランスでトカマク型核融合炉（ITER装置）

（図 1.5）が開発されている。2027年ごろに運転が開始される予定であり、目標は核融合

燃焼プラズマ実現である。経済的な核融合炉の運転には、核融合出力パワー／エネルギー

と加熱入力パワー／エネルギーの比で表したエネルギー増倍率 Qを Q > 10必要がある。

核融合燃焼プラズマ実現とはつまり、核融合エネルギーが科学技術的に成立することを実

証する為に世界初の Q > 10の達成を目指すことである。Q > 10を満たすには、核融合

プラズマの温度 T [eV ]、密度 n[m−3]、閉じ込め時間 τE [s]の３重積で表したローソン条

件 nτET > 4× 1021 keV ·m−3 · sを満たす必要がある。このとき、各パラメータはプラ
ズマ温度 T = 10keV、プラズマ密度 n = 102m−3、閉じ込め時間 τE = 1sのオーダーと

なる。核融合エネルギー出力に直結する閉じ込め性能は、プラズマ内で発生する乱流に

よって決定されると考えられており、ローソン条件を達成するためにも乱流輸送の高精度

な予測と輸送低減運転手法開発が重要である。

図 1.5: ITER全体像の断面図。[11]より抜粋。

1.4 本論文の構成

本研究はトーラス磁場幾何構造に着目した、磁化プラズマの乱流輸送に関する実験研究

である。第 2章では、プラズマ乱流に関する従来の結果を概観した後、現状の課題とその

課題を解決する可能性をもつ磁力線の測地曲率が乱流輸送に与える理論研究の結果を示

す。第 3章では、本研究に用いた実験装置と解析手法を述べる。第 4章では、本研究で得

られた実験データをまとめ、測地曲率が輸送に与える影響について議論を行う。
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第 2章 プラズマの輸送

輸送とは、高温／高密度領域から低温／低密度領域への熱／粒子の移動現象のことを表

す。トーラスの小半径方向の単位面積単位時間あたりのイオン熱流束 Qi の近似的な拡散

方程式は

Qi = −χin
dTi
dρ

(2.1)

で表され（ρは規格化小半径）、本研究ではイオン熱輸送係数 χi の大小により輸送特性を

議論する。

磁場閉じ込めプラズマにおいて輸送は最も重要な課題の一つであり、理論、実験双方の

研究が長年精力的に行われてきた。トーラスプラズマの輸送には、粒子衝突と粒子軌道に

よる新古典輸送と、プラズマの様々な不安定性が駆動する揺らぎによる乱流輸送のふたつ

の輸送過程がある。乱流輸送は新古典輸送よりも一桁以上大きい場合があり、磁場閉じ込

めプラズマにおける輸送過程の主原因であるため [12, 13, 14]、磁場閉じ込め炉心プラズ

マ内での乱流の発達や、乱流輸送抑制方法の解明は、核融合炉の成立性や性能向上に直結

する重要課題である。また、乱流は、核融合炉心プラズマ以外の自然界において流れがあ

るところでいたるところに存在し、時間・空間的に複雑なふるまいをするため、その巨視

的な物性や統計的性質の理解が課題となっている [15]。

高温・高密度状態で閉じ込められているトーラス磁場内のプラズマでは様々な不安定性

によって乱流が生まれ、時空間方向に多様なスケールを持つ。そのひとつであるトーラ

スの中心から外側にむかうプラズマ圧力の勾配が駆動する Larmor 半径程度のスケール

をもつ微視的乱流は、熱エネルギーを輸送し、プラズマ分布を緩和させる。微視的乱流

の一つであるイオン温度勾配が駆動する乱流（イオン温度勾配モード（Ion temperature

gradient: ITGモード））と、ITG乱流の非線形性によって形成される帯状流は閉じ込め

に非常に重要な役割を果たす。本章では、初めに古典輸送および新古典輸送と ITGモー

ドによる乱流輸送と帯状流を説明したのち、輸送低減にむけた磁場配位の創成に関する研

究の現状と課題を述べ、本研究の目的を述べる。
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2.1 粒子衝突と粒子軌道による輸送

一様磁場中における粒子衝突および粒子軌道による輸送は古典輸送と呼ばれ、トーラス

配位など非一様な磁場配位における粒子衝突および粒子軌道による輸送は新古典輸送と呼

ばれている。本章では [16]を参考に、上記ふたつの輸送について説明をする。様々な速度

を持った粒子は、無衝突の場合、磁場の不均一性によって磁場と垂直方向に移動（この動

きをドリフトと呼ぶ）するため距離 ∆だけ磁気面からずれる周期的な軌道を描く。周期

軌道を描く粒子は速度成分比で分類でき、その速度空間内での割合を F とする。粒子の

特徴的な周期運動は、ピッチ角（θp、cos θp = v∥/v、v∥ は速度 vの並行成分）を用いて定

義されるため、F はピッチ角分布の割合と考えることができる。したがって、粒子のピッ

チ角が F 程度変化すると特徴的な周期運動が変化する。衝突によるピッチ角の変化を速

度空間内のランダムウォークと考えると、四方八方に飛び散る（この運動を拡散と呼ぶ）

ため、実効的に粒子の周期運動を変化させる実効衝突衝突周波数は νeff（= ν/F 2（ν は衝

突周波数））となる。速度の並行成分の割合が 0となることも、すべての粒子が同じ速度

の並行成分をもつこともないため、0 < F ≤ 1である。周回軌道が終わるまえの衝突によ

る拡散は、実効衝突周波数 νeff とステップサイズ ∆で特徴づけられるランダムウォーク

によって引き起こされるとみなすと、拡散係数Dは（関連する粒子の割合）×（実効衝突
周波数 νeff）×（ステップサイズ)2= Fνeff∆

2 で評価される。この章では、古典輸送およ

び新古典輸送に対して、粒子拡散係数 D の ν 依存性を議論する。

2.1.1 古典輸送

一様磁場中において、荷電粒子は Larmor半径 ρ（= mv⊥/eB。このとき、質量m、粒

子速度の垂直成分 v⊥、電荷 e、磁場強度 B。）の長さで磁場周りを旋回運動（Larmor運

動）しながら磁場 B に沿って自由に動く。荷電粒子が他の粒子と衝突することによって、

運動の方向が変化する。これにより、粒子の磁場を横切る運動が起きる。衝突周波数（ν）

はラーモア運動の回転周波数よりも小さく、ジャイロ軌道を描ける状況を考える。ステッ

プサイズは Larmor半径であり、すべての粒子が輸送過程に関わるから P = 1であるた

め、拡散係数 D は
D 　 = ρ2ν (2.2)

で与えられる。
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2.1.2 新古典輸送

トーラス磁場強度はトーラス外側で最小となり、内側で最大となるような非一様性をも

ち、比較的単純なトカマク磁場おいて磁場の大きさは

B =
RB0

R(1 + εt cos θ)
　 ≈ B0(1− εt cos θ) (2.3)

で記述される。このとき
εt =

r

R
(2.4)

であり、rはプラズマ小半径、Rは大半径であり、εt は逆アスペクト比である。速度の垂

直成分 v⊥ が速度の平行成分 v∥ に比べて大きい場合、すなわち

v⊥
v∥

>
1

ε
1/2
t

(2.5)

のとき、荷電粒子は反射（ミラー）し、外側の弱い領域に捕捉され、図 2.1のようなバナ

ナ軌道を描く。こうした粒子は捕捉粒子とよばれ、それ以外の粒子は非捕捉粒子と呼ばれ

る。捕捉粒子、非捕捉粒子は、軌道を描く間に磁場の変化による曲率ドリフトによって

出発磁気面からずれ、そのずれはそれぞれ ∆b ∼ ρq/
√
εt、∆u ∼ ρq と見積もられる。こ

こで q は安全係数（q ≡ rBt/RBp。ここで、Bt はトロイダル磁場、Bp はポロイダル磁

場）、R0 はトーラス半径である。無衝突の場合、非捕捉粒子が連結距離 qR0 を移動する

のに要する時間は τu = qR0/v∥ であり、捕捉粒子が特性長である連結距離を移動する時

間は τb = qR/
√
εv となる。

バナナ軌道の周回時間は長いため、衝突周波数の大小によって、粒子拡散を引き起こす

原因となる粒子が異なる。衝突周波数が νeff < τ−1
b であるとき、バナナ粒子も非捕捉粒

子も周回軌道を完結できる。バナナ軌道を描く粒子の存在割合は、速度空間での考慮から

Fb ∼ √
εt であり、ステップサイズは ∆b > ∆u なので、バナナ粒子による拡散が支配的

となる。速度 v は熱速度程度 vT =
√
T/m（T は粒子温度。エネルギーの次元にしてい

る。）とすると、周波数領域は ν < vε
3/2
t /qR0 ∼ ε

3/2
t vT /qR0 ≡ νb を満たす。そのときの

拡散係数は
Db ∼ Fb∆

2
bνeff = ε

−3/2
t ρ2q2ν (2.6)

となる。トカマクでは q が 1より大きく、εt ≪ 1であるため、バナナ領域の拡散係数は

古典拡散より大きい。
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νeff > τ−1
b のときバナナ粒子も非捕捉粒子も周回軌道を完結できず、すべての粒子

（P = 1）が ν = νeff > vT /qR0 ≡ νPS の周波数を持つ。ドリフトはトーラス磁場の影響

をうけるため、ステップサイズは∆u となり、拡散係数は

DPS = ρ2q2ν (2.7)

となる。

νb と νPS の中間領域では、バナナ軌道を描かないため簡単な取り扱いはできないが、拡

散係数はドリフト近似によるブラゾフ方程式で求めることができ [17]、DP = ρ2q2νPS で

示されるように、衝突周波数に依存しなくなる。この領域は上記２つの領域を滑らかにつ

なげ、拡散係数の衝突周波数依存性は図 2.2となる。νb 以下は、バナナ領域、νPS 以上は

Pfirsch-Schlüter 領域、その間の衝突周波数に依存しない領域はプラトー領域と呼ばれ、

新古典拡散の拡散係数は古典拡散よりも大きくなり、複雑な衝突周波数依存性となる。

図 2.1: トーラス磁場における粒子軌道。磁場に捕捉された粒子 (Trapped particle) は

バナナ軌道を描き、非捕捉粒子 (Passing particle) はポロイダル方向に周回軌道を描く。

[17]より抜粋。
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図 2.2: トカマク配位における新古典拡散の衝突周波数依存性。[16]より抜粋。

ヘリカルやステラレータなどの非軸対称トーラスでは、トーラス磁場における磁場強度

変化に加えてヘリカルリップルによる変化があり、磁場強度は

B = B0(1− εt cos θ − εh cos(Lθ −Mφ)) (2.8)

となり、右辺第三項が新たに加わる。ここで、L はポロイダル周期、M はトロイダル

周期である。図 2.3 に表すように、磁力線に沿ったトーラスによる磁場強度変化は細い

線で描かれた大きな波の形のような変化となり、ヘリカルリップルは太い線で描かれ

たさざ波のような変化をする。非軸対称トーラスでは、トーラスによるミラーに加え、

εh cos(Lθ −Mφ) の項で記述されたヘリカルリップルによるミラーを考慮する必要があ

る。粒子がヘリカル性のミラーに捕捉されてバナナ軌道を描くのに加え、そのバナナ軌道

の案内中心がトーラス性のミラーに捕捉されてさらにバナナ軌道を描く場合、その粒子は

スーパーバナナ粒子とよばれている。

13



図 2.3: ステラレータ／ヘリカル磁場の大きさの磁力線に沿う非一様性。[8]より抜粋。

ヘリカルリップルに捕捉され、トーラス性によるミラーに捕捉されない粒子は、ヘリ

カル性によるミラーで周回しながら、ポロイダル方向に周回する。このような粒子の割

合は Fh ∼ √
εh である。ヘリカル性のミラーによる粒子の往復時間 ω−1

l は、連結距離を

qR0/M を用いると、(qR0/M)/v∥ ∼ (qR0/M)/
√
εhvT となる。ポロイダル方向の周回

周波数は、εh ≫ εt のとき、ポロイダル方向のドリフトの各周波数 ωh となる。磁気面か

らのずれ∆h は、ヘリカル捕捉粒子のバナナ中心がポロイダル方向に周回する前に実効的

衝突を受けると考えると、∆h ∼ vdr/νeff である。このときトーラス性による∇B 曲率ド
リフト速度 vdr は vdr = m[v2∥ + (1/2)v2⊥](|B ×∇B|/eB3) ∼ T/eR0B0 である。トーラ

ス性によるドリフトをトロイダルドリフトと呼ぶ。

スーパーバナナ粒子の周回時間 ts とその軌道幅 ∆sb を見積もる。ts はスーパーバナナ

粒子の反射点の位置（（半径位置、ポロイダル位置）= (r0, θ0)）に対して∆sb だけずれる

典型的な時間と考えられる。δt のあいだに半径方向 r に δr、ポロイダル方向 θ に δθ だ

け移動したとすると、それぞれ δr ∼ vdrδt ∼ (r0ωt)δt（このとき、トロイダルドリフト

の各周波数のポロイダル方向成分 ωt ≡ vdr/r）、δθ ∼ ωhδtと表せる。δt ∼ ts とすると、

ts の時間に、粒子が移動する距離は、反射点の磁気面の小半径 r0 程度であると考えられ、

r0 ∼ δrδθ の関係から、ts ∼ 1/
√
εhεtω0 が得られる。ここで ω0 ≡ (vdr/r)/εt である。

この領域はスーパーバナナ領域と呼ばれる。

νeff < 1/ts の領域では、衝突周波数領域は ν < ε
3/2
t ε

1/2
h ω0 となり、スーパーバナナ粒

子の周期軌道は完結できる。スーパーバナナ粒子の実効的衝突周波数は、(v∥/v)
2 < εt で

あるため、νeff < ν/εt となる。したがって、スーパーバナナ粒子による拡散係数は

Dsb = ε
1/2
t ∆2

sbνeff = (ε
1/2
t /εh)r

2ν (2.9)
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となり、磁場強度に依存せず、衝突周波数に比例する。

ヘリカルリップルのみに捕捉された粒子（ヘリカル捕捉粒子）の衝突周波数は、ωh <

νeff < ω1 の領域にある。この領域では、スーパーバナナ粒子は周回軌道を描くことが

できず、ヘリカル捕捉粒子が拡散に寄与する。ヘリカル捕捉粒子の実効的衝突周波数は

νeff = ν/εh であり、衝突周波数の領域は ε2hω0(≡ ν1/ν) < ν < ε
3/2
h vT /(qR0/M)である。

ヘリカル性が拡散係数に影響を及ぼす衝突周波数の上限は、M の違いによって変化する

が、νeq ≡ ε
3/2
h νPS と表せる。ヘリカル捕捉粒子の存在割合は F ∼ √

εt であるため、拡散

係数は
Dh = ε

1/2
h ∆2

hνeff = ε
3/2
h ε2tω0(T/eB0)/ν (2.10)

となる。拡散係数は ν に反比例するのが特徴であり、この領域は 1/ν 領域と呼ばれる。

衝突周波数は温度の 3/2 乗に反比例するため、温度が高くなると衝突周波数が小さくな

り、Dh が大きくなる。

スーパーバナナ領域とヘリカル捕捉粒子領域の中間の領域（ε3/2t ε
1/2
h ω0 ≡ νsb < ν <

ε2hω0 ≡ ν1/ν）の領域ではふたつの領域をつなぎ、拡散係数は衝突周波数依存性がなく

なり、
Dhp = ε2t/ε

1/2
h T/eB (2.11)

として表される。この領域はヘリカルプラトー領域と呼ばれる。νeq 以上はトーラスと同

様に、νPS まで拡散係数は Dp となり、それ以上の領域では拡散係数は DPS となる。以

上をまとめると、拡散係数の衝突周波数依存性は図 2.4となり、トーラスプラズマよりも

複雑になる。また、軸対称なトーラスプラズマにおける拡散と（図 2.2）とヘリカルプラ

ズマなどの非軸対称トーラスプラズマでの拡散（2.4）を比較すると、低周波数領域では非

軸対称トーラスプラズマの拡散が大きくなる。
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図 2.4: ステラレータ/ヘリカルなどの非軸対称プラズマにおける新古典拡散の衝突周波数

依存性。[16]より抜粋。

2.2 乱流輸送

乱流とは、多くの集団的なランダムな振動（揺らぎ）が存在する流れのことである。乱

流は流れの不安定性により様々なスケールを持った揺らぎが発達する。乱流輸送とは、揺

らぎの結合による輸送である。乱流による小半径方向の粒子束 Γs と熱流束 Qs（sは粒子

種）は
Γs = ⟨ñsṽr⟩、 (2.12)

Qs = ⟨p̃sṽr⟩ (2.13)

で評価できる。このとき、ñs は密度揺動、p̃s は ṽr 径方向の速度揺動、⟨⟩は揺動に比べて
十分に長い時間スケールにわたる平均である。乱流輸送は揺らぎの波数や位相差に影響を

受け、プラズマ内での様々な揺動の理解が重要である。

2.2.1 プラズマの密度・圧力勾配による乱流駆動

図 2.5: プラズマの勾配による乱流励起
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磁場に垂直な方向への密度や温度の不均一性を駆動源として発達する不安定性はドリフ

ト波乱流と呼ばれ、核融合プラズマのイオン熱輸送を支配する。ドリフト波の一つに、プ

ラズマ中のイオンの急峻な温度勾配を駆動源とする不安定性は ITGモードと呼ばれ、乱

流輸送の主原因の一つと考えられている [18]。

ITGモードの分散関係を [19, 20]を参考に紹介する。ジャイロ運動論的方程式 [21, 22]

（付録 A参照） (
∂

∂t
+ v∥b · ∇+ iωDi

)
hik⊥

=

(
∂

∂t
+ iωT

∗i

)
eψk⊥

Ti
J0

(
k⊥v⊥
Ωi

)
FMi

(2.14)

から、断熱電子近似（nek⊥/n0 = eϕk⊥/Te）を仮定し、時間に対する Fourier変換を施し、

磁力線に沿って積分して、準中性条件 nek⊥ = nik⊥ =
∫
dv(−(eϕk⊥/Ti))FMi + ⟨hik⊥⟩i

を考慮して静電ポテンシャルに対する積分方程式を得、ITGモードの周波数 ω = ωr + iγ

を決定する。このとき、ωDs
は非一様磁場中の曲率ドリフト周波数、ωT

∗s は温度・密度勾

配による反磁性ドリフト周波数である。磁力線方向の波数 k∥ を仮定して式 2.14の空間微

分演算子 b · ∇を ik∥ とすると、ITGモードの分散関係は

D(k, ω) ≡ 1 +
Ti
Te

− 1

n0

∫
d3v

(ω − ωT
∗i)J

2
0

(
k⊥v⊥
Ωi

)
FMi

ω − ωDi − k∥v∥
= 0 (2.15)

となる。このとき、右辺の非積分関数の分母から、共鳴条件 ω − ωDi − k∥v∥ = 0が与え

られる。

長波長（k⊥ρ≪ 1）および流体近似（|ω/k∥| ≫ vTi
）（vTi

はイオン熱速度 vTi
=
√
Ti/mi））

を仮定して、高次の有限 Larmor半径効果や波・粒子共鳴相互作用の運動論的効果を無視

すると、分散関係の流体近似版が得られる。

1 +
Te
Ti

ω∗i

ω
+

(
−
k2∥c

2
s

ω2
+ k2⊥ρ

2
s −

Te
Ti

ω̂Di

ω

)(
1− ω∗pi

ω

)
= 0 (2.16)

ここで、cs =
√
Te/mi は音速、ρs = cs/Ωi、Ωi = eB/(mic)はイオンジャイロ周波数、

ω̂Di = 2cTi/(eB)k⊥ · b̂× (b̂ · ∇b̂)、ω∗pi = ω∗i(1 + ηi)、ω∗i = cTi/(eB)k⊥ · b̂×∇ lnni、

ηi = (dTi/drTi)/(dni/drni)である。

トロイダル配位においては、イオンの∇B ‐曲率ドリフトとイオン温度勾配により、ト
ロイダル ITGモードが駆動される。従って共鳴条件では k∥v∥ ≪ ωDi のため、式 2.16に

17



おいて、沿磁力線波数を無視すると、

ω2 = −Te
Ti

ω̂Diω∗pi

1 + k2⊥ρ
2
s

(2.17)

というトロイダル ITGモードの分散関係が得られる。分散関係から、ω̂Diω∗pi > 0のとき

である。ITGモードの不安定性はパラメータ ηi の大きさによって決まるため、ITGモー

ドは η モードとも呼ばれる。

式 2.17 より、トロイダル ITG モードが不安定になるのは ω̂Diω∗pi > 0 のとき、つま

り ∇Ti · ∇B > 0 の場合であり、この条件を満たすのはトーラスの外側の部分である

（図 2.6）。この領域で、非一様の温度ゆらぎ δTi があったとき、イオンのドリフト速度は

vDi ∝ (v2⊥/2) + v2∥ ∼ δTi に従って温度揺らぎに応じ波状の揺らぎが生じる。磁力線垂直

方向の圧縮効果によって密度が局所的に成長および減衰し密度ゆらぎ δne が生じ、断熱電

子近似の下での準中性条件を通じて静電ポテンシャル揺らぎ δϕが成長する。ポテンシャ

ル揺らぎによって、電場が生じ、E ×B ドリフトによって温度揺動振幅を増長させ、不

安定性が成長していく。トーラス外側で成長する構造を、バルーニング構造と呼び、ITG

モードはトーラス構造を持っている。

図 2.6: ITGモードの物理的なメカニズム
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2.2.2 乱流による閉じ込め悪化

図 2.7: 乱流輸送とプラズマ分布の関係

本節では乱流輸送が閉じ込めに与える影響（図 2.7）を、ITERシミュレーション研究

結果から紹介する。ジャイロ運動論的方程式など乱流を記述する方程式は非線形項を含

むため、解析的に解くことが難しい。そのため、コンピュータ性能の発展に伴い、シミュ

レーションを用いた研究が進展してきた。1996 年の Science に掲載された乱流シミュ

レーション研究「Turbulence may sink a titanic reactor」[23]は ITERの乱流輸送のシ

ミュレーション結果を示す一つの研究である。この研究は ITER 内のプラズマにおける

ITGモードの発達と乱流渦に関する第一原理シミュレーション [24]を行ったものである。

ITERは、核融合を起こすためにプラズマ体積を 840m3 としており、これは既存の大規

模装置（日本の JT-60やヨーロッパの JET）のプラズマ体積の約１０倍、最新のプラズ

マ装置である日本の JT-60SAのプラズマ体積の約６倍である。このような巨大な装置で

は、シミュレーションによって、トーラスの外側（図 2.8の右側）で ITGモードによる乱

流が既存のトカマク装置より小さい温度勾配で発達し、温度勾配を緩和するため（図 2.7

の関係性をとる）プラズマの温度が上がらないことが示された。この結果から、この研究

によって核融合の燃焼に至らない可能性が指摘された。このため、核融合実現のための乱

流輸送低減が必須の課題となった。

2.2.3 帯状流による乱流輸送低減

一方、密度勾配が駆動するドリフト波乱流を記述する長谷川-三間方程式や、シミュレー

ション研究では、ステラレータ型やトカマク型などのトーラスプラズマでは乱流の非線形

性によって駆動されるメゾスケールのポロイダル E ×B 流が乱流抑制を起こすことを示
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図 2.8: トカマクにおける乱流計算。[23]より抜粋。

した [25]。また、M. N. Rosenbluthが１９９８年に ITGモードが形成するポロイダル流

の線形衝突減衰を運動論的に解き、非線形衝突過程においてポロイダル流の線形減衰は起

きないことを示した [26]。乱流の非線形性が駆動するメゾスケールサイズのポロイダル流

は帯状流 [27, 28]と呼ばれており、図 2.9で示すように、磁気軸まわりに対称性をもち、

半径方向を関数としてポロイダル回転方向は逆転する。長谷川―三間方程式を、惑星大

気の２次元座標系に一般化すると、回転する惑星の大気の Rossby波乱流も記述すること

ができ、帯状流もしくは Jovian belts の存在はシミュレーション研究によって予測され

[29]た。木星の大気を観測すると図 2.10で示さるような縞構造の流れがあることがわか

り、また、その流れの方向が緯度変化によって逆転することが観測されている。このよう

に、帯状流は乱流において普遍的な構造である。図 2.11はシミュレーション [30]で導い

た静電ポテンシャルの等高線であり、図 2.12の実線、破線はそれぞれ図 2.11(a)、(b)の

ときの熱輸送係数の時間発展である。(a) にはポロイダル方向の帯状の構造が形成され、

このとき、熱輸送係数が低減する。帯状流はオイラー微分のレイノルズ応力と v∇v を通

して微視的乱流から発展するため、エネルギー保存の法則から、乱流から帯状流にエネル

ギーがわたると閉じ込め性能が改善する。また、帯状流そのものが乱流を抑制するシア効

果や、輸送抑制効果をもつ。従って、ITERにおいて自己点火条件を達成する可能性が生

まれた。
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図 2.9: 帯状流の概念図。ポロイダル断面図。

図 2.10: 木星の帯状流。[31]より抜粋。

21



図 2.11: 非線形大域計算で求めた静電状態の揺動ポテンシャル（eψ/Ti）のポロイダル等

高線。[30]より抜粋。

図 2.12: 大域計算で求めた E ×B 流がある場合（実線）とない場合（破線）の熱輸送係

数の時間発展。[30]より抜粋。

プラズマの分布と乱流、輸送の関係に帯状流の効果をまとめると、図 2.13となる。プ

ラズマ分布/圧力勾配が励起する乱流は輸送を駆動し、プラズマ分布を緩和することで温

度を下げる。しかし、同時に乱流の非線形性によって帯状流が形成され、乱流と帯状流の

非線形カップリングにより、乱流が緩和され閉じ込め性能が改善される。ここで、トーラ

スプラズマにおける帯状流の存在の確認は閉じ込め性能の改善に重要な課題となった。
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図 2.13: 乱流と帯状流の関係性

2004年に NIFSのコンパクトヘリカル装置（Compact Helical System: CHS）[32]に

よるイオンビームプローブ（Heavy ion beam prove: HIBP）を用いた帯状流計測実験

[33, 34]が行われた。図 2.14で示すように、CHS内で、HIBPを 2つトロイダル方向に約

90度離れた位置に設置し、各プローブは３つの隣接する位置でプラズマの密度とポテン

シャル揺動が計測された。HIBP#1が入射された位置の外側からの距離を r1、HIBP#2

が入射された位置の外側からの距離を r2 とし、r1 = 12cmで固定し、r2 を動かしたとこ

ろ、図 2.15のように r = 12cmで約 1kHz未満の揺動が正の長距離相関を持つことが確

認され、外側、内側で負の相関が確認された。これは帯状流の特徴を満たすものであっ

た。また、相関関数から流れの構造を解析したところ、低周波数揺動は有限波長 1.5cm程

度のメゾスケール正弦波構造を持ち、1.5ミリ秒程度で減衰することも確認された。この

結果から、帯状流の存在が広く認識されるようになり、世界中で帯状流研究が行われるよ

うになった [27, 28]。
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図 2.14: CXSにおける HIBPを用いた帯状流計測。[33]より抜粋。

図 2.15: HIBP計測で得られた信号の相関。[33]より抜粋。

核融合科学研究所は、CHSや大型ヘリカル装置（Large Helical Device: LHD）[35]を

用いたプラズマ閉じ込め実験で乱流輸送の重要性を指摘し、帯状流による乱流抑制効果の

実験検証等、乱流輸送に関する実験や理論研究を展開してきた。ITG モードの線形成長

率が異なる２つの磁場配位（図 2.16の Inwardと Standard配位。Inward配位では線形

成長率 γ が大きくなる）、で閉じ込め性能を比較する実験を行ったところ、Inwardの配位

では、ITGモードの線形成長率 γ が Standard配位よりも大きくなるにも関わらず、実験

観測では閉じ込め性能がよくなることが示されていた [36]。

24



図 2.16: GKV 線形計算で導出した、Inward 配位および Standard 配位における、ITG

モードの線形成長率と実周波数。[37]より抜粋。

ジャイロ運動論的シミュレーション（GKV）コードによる非線形計算によって、Inward

配位では Standard配位と比べ、乱流の発達に関わらず、帯状流が強く発達（図 2.17（a)）

し、帯状流の残差（residua zonal-flow level）が強いままであることが示された（図 2.18）

[38]。帯状流による輸送低減効果により、図 2.19が示すとおり、Inward配位では熱輸送

係数 χi の飽和レベルが低減する。この結果から、乱流が発達しても、強い帯状流が共存

した場合、熱輸送が低減するととが分かった。

図 2.17: Inward配位と Standard配位での帯状流ポテンシャル。[38]より抜粋。
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図 2.18: 帯状流の減衰。[38]より抜粋。

図 2.19: 配位による熱輸送係数の違い。[38]より抜粋。

2.2.4 帯状流効果を考慮した輸送モデル

帯状流が輸送に影響を与えることから、乱流および、帯状流を考慮した輸送モデルの

開発が行われるようになった。しかし、帯状流は非線形現象であるため、帯状流の計算

は莫大な時間と計算資源を要する。そのため、簡約化輸送モデル [39] が非線形計算結果

をもとに開発された。乱流強度 T と、帯状流強度 Z を規格化ポテンシャル揺動 ϕ̃kx,ky

（ϕ̃ = ϕ/(Tiρi/eRax)）から

T ≡ 1

2

∑
kx,ky ̸=0

⟨|ϕ̃kx,ky
|2⟩ (2.18)
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Z ≡ 1

2

∑
kx

⟨|ϕ̃kx,ky=0|2⟩ (2.19)

と定義し、熱輸送係数もあわせて時間発展を解く。ここで (kx, ky) はそれぞれ径方

向、ポロイダル方向波長である。乱流強度、帯状流強度、ジャイロボーム拡散係数

χGB
i = vTiρ

2
i /Rax（付録 B.13参照）で規格化イオン熱輸送係数を GKV非線形計算で時

間発展を解いたものが図 2.20である。

図 2.20: GKV非線形シミュレーションで求めた T、Z、χi/χ
GB
i の時間発展。[39]より

抜粋。

時間発展で求めた T、Z、χi/χ
GB
i を飽和レベルの領域で平均化したものの、輸送モデ

ルは
χi

χGB
i

=
C1T α

C2 + Z1/2/T
(2.20)

となる。このとき、係数 C1 = 6.3× 10−2、C2 = 1.1× 10−2、α = 0.38とおき、LHD磁

場配位の実験値と比較したところ（図 2.21）、実験値とモデル値が一致しているのが確か

められた。非線形計算結果と比較して作られた線形計算を用いる簡約化輸送モデルは

χGB
i

χGB
i

=
A1

(∑
k γ̃k/k̃

2
y

)α
A2 + τ̃ZF/

(∑
k γ̃k/k̃

2
y

)1/2 (2.21)
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となる。ここで τZF は帯状流減衰時間であり、

τZF ≡
∫ τf

0

Rkx(t)dt (2.22)

で定義され、帯状流の線形応答関数 Rkx
(t)は

Rkx(t) ≡
⟨ϕkx,ky=0(t)⟩
⟨ϕkx,ky=0(0)⟩

(2.23)

で定義されている。τ̃ZF ≡ τZF/(R0/vT i) は Larmor 半径と磁気軸で規格化帯状流の減

衰時間、γ̃ ≡ γ/(vTi/R0)は Larmor半径と磁気軸で規格化した線形成長率、k̃ ≡ kρi は

Larmor半径で規格化した波数である。線形計算で求めたモデルは、実験値および、非線

形計算によるモデルと一致し（図 2.21）、非線形効果を取り入れた輸送モデルによって、

輸送の予測性能が向上した。

図 2.21: LHD配位におけるモデルと実験値の比較。黒点が非線形計算で導出したモデル

であり、実線が LHDの乱流輸送の輸送係数をあらわす。[39]より抜粋。

2.3 配位最適化

これまでの乱流輸送と帯状流の関係の理解の研究に踏まえ、近年は輸送が小さくなるプ

ラズマの設計を目指した磁場配位最適化研究が行われるようになってきた。本節では、こ

れまでの研究と今後の課題について述べる。
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2.3.1 配位最適化：新古典輸送

トカマク配位のような、プラズマ形状と磁場の軸対称性が一致するプラズマでは、対称

性により閉じ込め性能が良好である。[16]。外部コイルによって３次元的なねじれをもつ

ステラレータ/ヘリカル系では非軸対称なプラズマは、低衝突周波数領域で新古典輸送が

増大してしまうが、３次元磁場配位は高い自由度をもつため、図 2.22のように様々な配

位の装置をつくることが可能である。３次元磁場配位は幾何学的な対称性を持たないが、

準軸対称性と呼ばれるある種の対称性によって新古典輸送の改善することが可能であり、

NCSX、QOS、HSXは準軸対称と呼ばれる。また、ドイツのマックスプランク研究所に

ある、ステラレータ型装置のWendelstein7-X（W7-X）では、MHD平衡・安定性、新古

典輸送の低減を目指した設計が行われ、実験により新古典輸送の低減が確認されている。

そのため、新古典輸送の最適化は可能である。

図 2.22: 非軸対称トーラス磁場形状。[40]より抜粋。

2.3.2 配位最適化：乱流輸送

一方で、場配位のコンセプトが異なる、LHDとWendelstein7-Xとの比較実験 [41]に

よって乱流輸送を最適化する磁場配位の探索の重要性が示されたが、乱流輸送を低減する

配位の探索はまだ模索段階であり、新古典輸送の低減を目指した配位探索の研究と比べ
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ると大きく遅れている。先行研究において、ITGや捕捉電子モード（Trapped Electron

Mode: TEM）の線形成長率を磁場配位で制御する研究が行われてきた [42, 43, 44]。し

かし、非線形異性による計算コストの問題により帯状流の効果は考慮した配位探索は難し

く、喫緊の課題である。近年のシミュレーション研究 [45]によって、磁場幾何構造の指標

の一つである磁力線の測地曲率がバナナ軌道幅を変化させることで、帯状流の強度に影響

を与えることが示唆され、乱流の非線形性を考慮した配位最適化の可能性が示された。

磁力線の測地曲率は、図 2.23で示すように磁力線の曲率の磁気面成分の曲率であり、磁

気面上の磁場の単位ベクトル bと、磁力線の曲率 κ = b ·∇b、磁場のポロイダル束 ψから

κg = κ ·
(

∇ψ
|∇ψ|

)
× b (2.24)

として定義される。同時に、磁力線の法曲率は

κn = κ · ∇ψ
|∇ψ|

(2.25)

と定義される。

図 2.23: 磁力線の測地曲率の概念図

バナナ軌道の軌道幅は磁場ドリフト速度に依存している。ドリフト周波数の測地曲率

依存性をドリフト周波数をフラックスチューブ座標系（x, y, z）で [46, 47]を参考に書き

下す。フラックスチューブ座標系は、直線沿磁力座標系（ρ, θ, φ）から x = a(ρ − ρ0)、

y = aρ0q(ρ0)
−1[q(ρ)θ − φ]、z = θ として定義される。ここで ρ は小半径方向の座標系

であり、a と q(ρ0) はそれぞれ、プラズマ小半径 ρ0 でラベルした磁気面の安全係数で

ある。この座標系では磁場ベクトルは B = Bax∇x × ∇y で与えられる。磁場に対して
垂直な波数は k⊥ = kx∇x + ky∇y で与えらえれ、磁場に対して平行方向の微分演算子
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b ·∇ = (Bax/B
√
g
xyz

)∂/∂zで与えられる。このとき、
√
g
xyz

= det(gij)−1/2はメトリッ

クテンソル gij（(i, j) = (x, y, z)）の反変成分であたえられたヤコビアンである。磁場ド

リフト周波数は

ωDs
=

c

esB
k⊥ · b×

(
µ∇B +msv

2
∥b · ∇b

)
=
c(msv

2
∥ + µB)

esBax
(κgkx + κnky)

(2.26)

で与えられる。ここで、v∥ は磁力線方向速度、µは µ = msv
2
⊥/2B（v⊥ は磁力線垂直方

向速度）で定義される磁気モーメントである。κg、κn はこのとき、それぞれ

κg =
gxzgxy − gxxgyz

B2/B2
ax

∂ lnB

∂z
− ∂ lnB

∂y
, (2.27)

κn =
gxzgyy − gxygyz

B2/B2
ax

∂ lnB

∂z
+
∂ lnB

∂x
(2.28)

として定義される。式 2.26の右辺第一項から、磁場ドリフト周波数は測地曲率に依存し

ていることがわかり、バナナ軌道幅の変化によって帯状流はシールディングされ、帯状流

の減衰率が変化する。LHDや NCSX、非軸対称配位などの配位で、GKVコードを用い

た非線形計算で導かれた帯状流強度（Λ ≡ Z/(Z + T )）の測地曲率依存性は図 2.24で示

されるように、Λ/Λ(ref.) ∝ (κg/κ
(ref)
g )−α（0.4 < α < 1）であることが確認された [45]。

図 2.24: 帯状流強度の測地線曲率依存性。[45]より抜粋。
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帯状流の測地曲率依存性を踏まえ、式 2.21の非線形の項を κ−α 依存性に変えた

χproxy
NL =

C1

(∑
k γ̃ky

/k̃2y

)β
1 + C2K−α/

(∑
k γ̃ky

/k̃2y

)δ (2.29)

モデルが考案され、低コストな輸送計算による配位探索の可能性が示された。この研究に

より帯状流などの非線形性を考慮した配位創成の可能性が示され、現在コイルや電流値を

変数とした新たな配位の探索 [48, 49] など、新配位創成研究が近年精力的に行われてい

る。しかし、帯状流の測地曲率依存性に関する実験的な検証が行われておらず、その検証

が求められている。

2.4 本研究の目的と意義

図 2.25: 乱流輸送と帯状流の関係に加え、測地曲率による影響を研究する。測地曲率が帯

状流に影響を与えることがわかれば、測地曲率による帯状流の活性化を通し、乱流輸送を

抑えることが可能となる。

近年、シミュレーション研究を中心に乱流輸送を低減する磁場配位を探索する研究が始

まっており、帯状流が測地曲率に依存している可能性が示唆されているが、その予測の実

験的な検証はまだ行われていない。本研究の目的は、核融合科学研究所の所有する３次元

閉じ込め磁場配位を持った大型ヘリカル装置（LHD）を用いて、測地曲率がトーラスプラ
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ズマにおいて帯状流に与える影響を調査し、測地曲率と帯状流、乱流輸送の関係を明らか

にすることである。既存の研究は図 2.25で示す勾配、乱流、輸送、帯状流の関係を調査

する研究であった。本研究はの新規な点は、磁場を使った帯状流の制御に挑戦するところ

にある。これは、乱流輸送低減を目指した、新配位創成研究に寄与するものであり、乱流

輸送の低減が課題となっている ITER などのトカマクプラズマの閉じ込め性能の改善に

関する知見を与え、核融合炉早期実現に寄与するものである。複雑系の観点においても、

この研究は非線形現象の外部制御につながる研究である。
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第 3章 実験装置

3.1 大型ヘリカル装置による磁場幾何構造変化

本研究では、測地曲率を変化する実験を LHDを用いて行った。LHDとは岐阜県土岐

市の自然科学研究機構核融合科学研究所（NIFS）にあるヘリカル型プラズマ装置である

[35]。LHD の大きな特徴として、ヘリカル型の超伝導コイルを持ち、磁場形状変更の自

由度が高い点が挙げられる。LHDの直径および高さ、重量はそれぞれ 13.5m、9.1m、約

1500tである。外観および内部構造を図 3.1に示す。プラズマを閉じ込めるプラズマ真空

容器の周りに、ヘリカルコイルが巻き付いており、磁場形状を変化させるためのポロイダ

ルコイルがトロイダル方向に搭載されている。コイルを支持する構造物は電磁力支持構造

物とよばれ、これらすべての機器をベンジャーと呼ばれる真空容器で覆っている。LHD

は、一対のヘリカルコイル及び上下３対のポロイダルコイル（外側垂直磁場（OV）、内側

垂直磁場（IV）、内側形状制御（IS）コイル）を用いて、楕円型の高温プラズマ閉じ込め磁

場を生成する。LHD の代表的な装置パラメータをまとめたものを表 3.1 に示す。図 3.2

に示したように、基本的なプラズマ形状は、２本のヘリカルコイルに流す電流によって作

られる磁場構造で決まる。２本のヘリカルコイに同じ向きの電流を流すため、ポロイダル

断面内（図 3.3）では、コイルに近い領域でポロイダル磁場が強くなる。そのため、楕円

形のポロイダル断面がトーラス方向に回転する構造となっている。LHDでは図 3.3のよ

うなラグビーボール状に近い楕円の、プラズマ中の閉じた面（磁気面）をつくる。磁気面

は１本の磁力線がトーラスを何回転もしたときにつくられる面であり、磁場に凍結したプ

ラズマは、この磁気面内で温度・密度がほぼ一様となり、平衡状態の近似ができる。つま

り、プラズマの温度密度勾配はこの磁気面に対して垂直方向を向く。プラズマの中心部に

おいて、閉じた磁気面の体積がゼロになる位置を磁気軸と呼ぶ。この磁気軸の大半径が

Rax であり、その磁気軸磁場強度が Bax である。閉じた磁気面の体積が最大となる磁気

面を最外殻磁気面（Last Closed-Flux Surface:: LCFS）と呼び、閉じ込めプラズマ領域

の境界となる。その LCFS の外側には磁力線のカオス領域があり、磁力線はトーラスを
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何回転もしたのち、最終的には２本のダイバータレッグと呼ばれる領域を通って装置壁に

繋がっている。そのため、磁気面を横切って LCFSの外側に出たプラズマは、ダイバータ

レッグに沿って、装置壁へと損失する事になる。この局所的な熱流束の損失は装置保護の

観点から重要である。このダイバータプラズマが損失させる熱流束の低減は、磁場閉じ込

めプラズマのもう１つの重要課題となっている。コアプラズマの輸送やダイバータプラズ

マの熱流束と磁場形状は、密接に関係しており、磁場形状依存性を調べる実験は LHDプ

ロジェクトの重要な研究となっている。

ポロイダルコイル

ヘリカルコイル

プラズマ真空容器

プラズマ

ベルジャー

電磁⼒⽀持構造物

図 3.1: LHDの外観および内部構造。[50]より抜粋。

表 3.1: LHDの装置パラメータ [35, 50, 52]

大半径 3.9m

磁気軸 Rax 3.5m - 4.1m

ヘリカルコイル小半径 0.975m

平均プラズマ小半径 0.5m - 0.65m

プラズマ体積 20 - 30m2

トロイダルモード数M 10

ポロイダルモード数 L 2

磁気軸における磁場強度 Bt 0.4T - 3T

35



図 3.2: ヘリカルプラズマ。[51]より抜粋。

図 3.3: 磁場の断面図。[50]より抜粋。

図 3.4の通り、ポロイダルコイル（外側から OV-U、OV-L、IS-U、IS-L、IV-U、IV-L）

はプラズマ真空容器を取り囲むように設置されており、ポロイダルコイルの電流値を変え

ることで磁場を変え、真空磁場の磁気軸位置 Rax や磁気面の楕円度 Bq を変化させるこ

とができる。また、トーラス上方からみて時計回りもしくは反時計回りに磁場の形成がで

きる。

LHDでは、垂直極磁場成分の変更による磁気軸制御、四重極成分磁場変化による断面

形状制御、ヘリカルコイル電流中心位置（ピッチパラメータ γc[53, 54]）変化によるプ

ラズマ小半径制御および回転変換率制御が可能である [55]。磁場を多重極分解した場合

(B = BD +XBQ +X2BH。ここで X = (R − Rax)/Rax であり、BD、BQ、BH はそ

れぞれ磁場の２重極、４重極、６重極成分)の２重極成分のポロイダルコイルによる磁場

BDPC
に対するヘリカルコイルの磁場 BDHC

のキャンセル率 BDPC
/BDHC

によって磁気
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軸は決まる [56, 57]。２重極成分のキャンセル率を電流値（ヘリカル電流 IH、ポロイダル

電流 IOV , IIS , IIV）で表すと、

BDPC
/BDHC

= −0.203276/IH × 8.42976IOV + 0.4056IIS − 1.9992IIV ) (3.1)

となる。Bq は４重極成分の、ポロイダルコイルの成分 BQPC
に対するヘリカルコイルの

磁場 BQHC
によるキャンセル率 BQPC

/BQHC
である。Bq を電流値で表すと、

Bq = 0.3265925/IH × (−0.74736IOV + 0.4056IIS − 1.9992IIV ) (3.2)

となる。磁気軸磁場強度 Bax は電流値で

Bax = 4IH/7.8 (3.3)

となる。ピッチパラメータは、トロイダルモード数M、ポロイダルモード数 L、実効半

径 ac、磁気軸 Rを用いて

γc ≡
M

L

ac
R

(3.4)

として定義される。

図 3.4: LHDの断面図。[50]より抜粋。

3.2 加熱装置を用いたプラズマ点火、加熱

LHDでは、中性粒子ビーム入射 (NBI）加熱装置 [58]による加熱、電子サイクロトン

（ECH）[59]による加熱、イオンサイクロトン共鳴（ICRF）[60]による加熱の三つの加熱
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方法が採用されている [35, 50]。NBIは中性粒子をビームにすることで、運動エネルギー

を熱エネルギーに変換する加熱する装置である。ECH、ICRF はそれぞれ磁力線に巻き

付いて運動する電子、イオンの旋回周波数（ジャイロ周波数 ωc = eB/m）の整数倍の周

波数をもつ電磁波で加熱する方法である。総加熱量は 36MWであり、図 3.5で示すよう

にプラズマの様々な方向から加熱する。具体的には、NBI １号機から 3 号機はビームを

接線方向に撃ち、４号機、５号機は垂直方向に撃つ。ECH、ICRFは各ポートから加熱す

る。また LHDには高精度かつ様々な計測装置や解析モジュールが搭載されており、高精

度な電子密度分布、電子温度分布、イオン温度分布、揺動レベル、熱輸送係数などが評価

できる。今回の実験では NBIと ECHを用いて、イオン、電子加熱を行い、NBIによる

荷電交換反応によりイオン温度を計測した。この節では、それぞれの加熱方法について紹

介する。

図 3.5: 加熱装置の概観。[50]より抜粋。

3.2.1 中性粒子ビーム入射 (NBI)加熱装置を用いたイオン・電子加熱

中性粒子ビーム入射（NBI）加熱装置は中性粒子ビームを用いたプラズマ加熱装置であ

る。NBI では、イオン源でプラズマを生成し、電場によってイオンを加速、同じ電荷を

持つイオン群が一方向に運動されるイオンビームを引き出す。イオンビームの電荷が正
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の装置は正イオン NBI 加熱装置と呼ばれ、負の場合は負イオン NBI 加熱装置と呼ばれ

る。LHD における正イオン NBI 加熱装置の概観は図 3.6 の通りであり、負イオン NBI

加熱装置の概観は図 3.7となっている。効率的な加熱には、ビームをプラズマ中心に届け

る必要があるが、イオンビームはプラズマ閉じ込め用の磁場によって軌道を曲げられるた

め、直接入射することはできない。そこで、NBI 加熱装置では、中性化セル（図 3.6 の

neutral gas cell、3.7の neutralizer部分）と呼ぶカプセル中にイオンビームを通し中性粒

子ビームに変換し、プラズマに入射する。プラズマに入射した中性粒子ビームは電離し、

イオンビームとなり、プラズマ中の磁場に閉じ込められる。イオンビームはプラズマの電

子やイオンと衝突してエネルギーをプラズマ粒子に与えることでプラズマを加熱する。従

来は正イオンビームを用いた正イオン NBI加熱装置が使われていたが、比較的中性子へ

の変換効率はビームエネルギーの増加とともに低下し、200keVでほぼゼロとなる。プラ

ズマの大型化にともない、より強力なエネルギーが必要となり、高エネルギーでも変換効

率が下がらない負イオン NBI加熱装置が開発された。LHDでは、１号機、２号機、３号

機は負イオン NBI加熱装置であり、４号機と５号機は正イオン NBI加熱装置である。図

3.5 で示すとおり、負イオン NBI 加熱装置はプラズマに対して接線方向に加熱し、正イ

オン NBI加熱装置は垂直方向に加熱する。軽水素の場合、負イオン NBIのビームエネル

ギーは最大 190keVであり、入射電力は軽水素で最大 6MW、重水素の場合、ビームエネ

ルギーは最大 180keV、入射電力は最大 3MW である。正イオン NBI では、軽水素の場

合、ビームエネルギーは最大 40keV であり、入射電力は 6MW、重水素の場合、最大の

ビームエネルギーは 80keV、最大の入射電力は 9MWである。
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図 3.6: 正イオンビーム装置の (a)俯瞰図、(b)横から見た図。[58]より抜粋。
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図 3.7: 負イオンビーム装置の (a)俯瞰図、(b)横から見た図。[58]より抜粋。

3.2.2 電子サイクロトロン加熱 (ECH）によるプラズマ立ち上げおよび、

電子加熱

プラズマの立ち上げおよび電子加熱は電子サイクロトン加熱（ECH）[61] を用いて行

う。ECHは電子サイクロトロン周波数（ωc = eB/(2πme)）の整数倍に近い周波数の電磁

波（ミリ波）によって電子を加熱する手法である。また、中性ガスを電離させることで、プ

ラズマの生成にも寄与する。ECHの研究開発は常に行われているが、実験を行ったのは

2019年であるため、[61]を参考に 2016年における ECHの構成を図 3.8に示す。ミリ波

を発生する装置はジャイロトロンと呼ばれており、77GHz、154GHz、84GHz、82.7GHz

の周波数を持つ。周波数 77GHz、154GHzのジャイロトロンはそれぞれ 1.0MW以上の

出力をもつ。ミリ波はコルゲート導波管を通り、アンテナからプラズマに入射される。ア

ンテナは水平方向と上部方向に設置されている。水平方向のポートのアンテナ（2-O）の
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周波数は 77GHz、154GHzであり、上部のポートのアンテナ（5.5-U）の周波数は 77GHz

である。

図 3.8: 2016年における、ECH装置概観。[61]より抜粋。

3.3 計測装置

3.3.1 トムソン散乱計測による電子密度・温度分布計測

電子密度分布および電子温度分布はトムソン散乱を用いて計測する。トムソン散乱装置

は入射されたレーザーの散乱光の波長広がりから電子温度を、その強度から電子密度を測

定する。LHD では YAG レーザーを用い、図 3.9(a) で示すように水平方向に入射する。

計測点は半径方向に 144 点であるため [62]、高解像度の分布計測ができる。そのほかの

計測精度、計測範囲は図 3.9(b)の通りであり、時間方向でも高精度な計測が可能である。

LHDプラズマは ne = 1019m−3、Te = 1keV のオーダーを持つため、十分な能力をもつ

トムソン散乱計測は LHDプラズマの電子密度分布、電子温度分布計測に適している。
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図 3.9: (a)LHDにおけるトムソン散乱計測の図 (b)トムソン散乱計測の精度および範囲。

[62]より抜粋。

3.3.2 荷電交換分光計測（CXS）を用いたイオン温度分布計測

荷電交換は、プラズマの中の標的核（水素）と入射核（典型例は炭素 C6+）の電子を

交換する反応であり、荷電交換分光計測は荷電交換によって発する電磁波のドップラー幅

やドップラーシフト、CVI の輝線強度から、イオン温度分布とプラズマ回転を計測する

方法である [63, 64]。また、径方向フォースバランスを用いることで径方向電場を評価す

る。図 3.10に示すように、負イオン NBIと同じ方向の BL1、BL2、BL3から接線方向に

ビームをうち、正イオン NBIと同じ方向の BL4、BL5から垂直方向に 40keVの出力の

ビームをうつ。BL3のビーム出力は 160-180keVであり、BL4からのビームは 40keVで

ある。NBI４号機、５号からのビームは小半径方向のイオン温度計測に用いられ、モジュ

レーションすることで背景放射を除去する。LHD には異なる時空間分解能を持つ CXS

が搭載されている。空間方向で高分解能な場合は、時間分解能が 20Hzであり、空間分解

能はトロイダル方向に 50チャンネル、ポロイダル方向に 25チャンネルである。
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図 3.10: CXSのトロイダル視線方向。[64]より抜粋。

3.3.3 位相コントラストイメージング計測（PCI）を用いたイオンスケー

ル密度揺動計測

イオン Larmor 半径スケールの密度揺動は、２次元位相コントラストイメージング

（Phase Contrast Imaging: PCI）を用いて計測した。PCIは波長 10.6mmの CO2 レー

ザーを用いた電子密度の乱流揺動計測装置である [65, 66]。図 3.11は PCIの原理図であ

る。プラズマに入射されたレーザー光は、電子密度揺動を通過する際に、電子密度揺動に

より引き起こされた屈折率の変動により位相が変化する。そこで、レーザーの透過光と

レーザーの散乱光をレンズで集光し、わずかにずれる集光位置に π/2の位相差を与えるこ

とで、位相変化を強度の変化に置き換える。強度の変化に置き換えたレーザー光を結像面

上に検出器を置き、検出器の出力電圧の変化から位相変化を計測する。本装置では、レー

ザー光の位相変化を信号強度で表すため、無次元である。
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図 3.11: PCIの原理図。[65]より抜粋。

3.4 解析システム

3.4.1 熱輸送解析

本研究では閉じ込め性能を評価するために、熱輸送係数を求める。熱輸送係数は輸送方

程式（エネルギーバランスの式）を解くことで求められる [67, 68]。

1

V ′
∂nsV

′

∂t
= − 1

V ′
∂

∂ρ
(V ′Γs) + Ss (3.5)

1

V ′5/3
∂

∂t

(
3

2
nsTsV

′5/3
)

= − 1

V ′
∂

∂ρ
(V ′Qs) + Ps (3.6)

ここで ns、Ts は粒子種 sの密度と温度。ρはプラズマ規格化小半径。V は磁気面で閉じ

られたプラズマの体積であり、V ′ = ∂V/∂ρである。Ss と Ps はそれぞれ粒子源と熱源で

ある。3.5式は粒子数保存則であり、左辺は内部粒子数の時間変化を表す。右辺第一項は

粒子の移流項であり、右辺第二項は外部からのガスパフなどの粒子供給を表す。式 3.6は

粒子の熱拡散方程式であり、左辺は内部エネルギーを表す。右辺第一項は伝導や対流によ

る熱損失を表す。電子とイオンの熱源は以下の式でそれぞれ与えられる。

Pe = −neTe
τei

+
niTi
τie

+ PNBI e − PRL − PIE , (3.7)

Pi =
neTe
τei

− niTi
τie

+ PNBI i − PCX (3.8)

ここで、PNBI は NBIによる加熱パワーを指し、PRL と PIE は輻射損失と不純物イオン

によるイオン化損失をさす。τei、τie はそれぞれ電子からイオンへのエネルギー交換時間、
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イオンから電子へのエネルギー交換時間を表す。PCX は中性粒子との荷電交換反応によ

るエネルギー損失を表す。粒子束 Γs と熱流束 Qs はそれぞれ以下の式で与えられる。

Γs = −⟨|∇ρ|2⟩Ds
∂ns

∂ρ
+ ⟨|∇ρ|⟩vpps ns (3.9)

Qs = −⟨|∇ρ2|⟩χj
∂Ts
∂ρ

+ ⟨|∇ρ|⟩vKp
s nsTs +

3

2
ΓsTs (3.10)

vpps 、v
Kp
s はそれぞれ粒子ピンチ速度、熱ピンチ速度であり、粒子がプラズマ中心方向に

流れる（粒子ピンチ等）れる小半径方向フロー速度である。Ds は粒子拡散係数であり、

χs は熱拡散係数である。鍵括弧 ⟨ ⟩は磁気面上の平均を表し、

⟨f⟩ =
∫
fdl

Bp
/

∫
dl

Bp
(3.11)

と定義され、ここで Bp はポロイダル磁場、lはポロイダル方向の長さである。⟨|∇ρ2|⟩と
⟨|∇ρ|⟩ は任意の断面形状のプラズマを仮想的な同軸の円形断面プラズマに置き換えた場
合の補正である。プラズマの定常状態を仮定することで、加熱パワーとエネルギー損失が

同じになり、式 3.6はゼロとなる。したがって、熱輸送係数は

χs = −
∫
PsV

′dρ− ⟨|∇ρ|⟩V ′vKp
s nsTs − 3

2V
′ΓsTs

⟨|∇ρ2|⟩V ′ns
∂Ts

∂ρ

(3.12)

で与えられる。

3.4.2 統合解析コードを用いたデータ整理、輸送解析

LHD におけるプラズマ実験では、熱/粒子/運動量それぞれの輸送や閉じ込め、MHD

安定性、揺動などの様々な物理現象が、ジャイロ運動の時空間スケールから、装置サイズ

程度のプラズマ全体の空間スケール、放電時間（数秒から 1時間）程度までの時間スケー

ルで相互に影響を与えて、複雑な挙動を示す。このようなプラズマ、さきほど述べた計測

装置で計測され、それらのデータは統合解析ツール AutoAna[69, 70, 71, 72] によって、

自動的に収集され、解析される。

2018年 11月時点では、AutoAnaが管理するモジュール数は加熱や温度、密度分布な

ど 147あり、解析データ数は輸送解析データなどを含め 326個あり、現在もその数は増え

ている。AutoAnaによってショットから数分以内にデータを解析し出力するなどほぼリ

アルタイムでの解析が可能となっている。本研究で用いた輸送解析における AutoAnaの

モジュール群の流れを図 3.12に示す。解析全体は大きく分けて５つのモジュールに分け
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図 3.12: 磁気座標マッピングから輸送解析に至る解析データと解析プログラムの入出力の

場合の AutoAnaの概念図。[72]より抜粋。楕円形は解析データで、長方形は解析プログ

ラムを示す。

られる。A：平衡マッピング、B：NBI加熱分布、C：ECH加熱分布、D：イオン熱輸送、

E：電子熱輸送の順に、その概要を説明する。

まず、A の平衡マッピングは、計測された大半径座標系のプラズマの温度、密度分布

を入力として、磁場の圧力とプラズマ圧力の力学平衡を計算する。例えばプラズマが無

い時の磁気軸が Rax = 3.60mのとき、プラズマ圧力が磁場の圧力の 1%程度まで上昇す

ると、プラズマ中の電流の影響もあわさって Rax = 3.8m 程度まで磁気軸がシフトする

事もある。そのため、温度密度の分布を大半径の座標で計測したもの（例えば ne(R),、
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Te(R)、Ti(R)）を平衡配位の計算によって、小半径座標（ne(ρ),、Te(ρ)、Ti(ρ)）に変換す

る必要がある。平衡マッピングの計算で最も重要な部分はこの R → ρ変換である。大半

径座標系から小半径座標系への変換を行うための平衡データベースの作成は Variational

Moments Equilibrium（VMEC）コード [73, 74]を用いて行われる。トムソン散乱計測

などで得られた電子温度分布と平衡データベースから、TSMAP[75]を用いて電子温度分

布を小半径座標系へマッピングし、平衡を求める。

B：NBI加熱分布の計算の概要を述べる。プラズマ中に入射されたビーム粒子は、プラ

ズマ粒子との衝突により、エネルギーを失い、プラズマを加熱する。この計算で重要とな

るのは、ビーム粒子の減速時間が、プラズマの典型的な閉じ込め時間より長くなるため、

ある時刻 tの加熱を計算するためには、それより前の時間の入射ビームパワーの情報が必

要な点である。この計算を効率的に行うために、複数のプログラムを連動して動作するシ

ステムが構築されている。FIT3D[76]使用されているコードのひとつであり、半径方向の

中性粒子ビームパワー吸収、ビーム圧力、粒子供給、誘導運動量、駆動電流を評価する。

C：電子とサイクロトロン共鳴するミリ波は、プラズマの中を特定のモードで伝搬し、

共鳴相互作用可能な磁場強度領域に到達する必要がある。光線追跡（ray-tracing）コード

を用いて、入射されたミリ波がプラズマ中でどのように伝搬するか、またどの領域で電子

と共鳴相互作用を介してエネルギーを電子に渡すかを計算する。電子は軽いため Larmor

半径も小さく、減速時間も短いため、加熱電力の小半径依存性が得られる。

D、E：モジュール A、B、Cで得られたプラズマ分布、イオン加熱、電子加熱からエネ

ルギーバランス解析を行い、電子熱輸送係数、イオン熱輸送係数を導出する。モジュール

Aから式 3.12の右辺第二項と、分母の情報が得られ、モジュール B、Cから右辺第一項の

情報が得られる。これらの情報をもとに、式 3.12の粒子フラックスの計算を含め、輸送係

数が求められる。解析手法には、定常状態を仮定した熱輸送解析（tr-snap）[68]と、定常

状態にプラズマ分布の時間変化を考慮したダイナミック輸送解析（dytrans）[77]のふた

つのパワーバランス解析方法がある。本研究では、dytransを用いて輸送解析を行った。
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第 4章 測地線曲率変化によるイオン輸送
および帯状流への影響

4.1 LHDの磁場配位と測地曲率配位

4.1.1 LHDの磁気軸

今回、測地曲率スキャンは LHD の磁気軸を変えることで行った。中心磁場強度

を Bax = 2.631T、ピッチパラメータを γc = 1.2538、四重極成分のキャンセル度を

Bq = 100% とし、磁気軸を Rax = 3.60m, 3.75m, 3.90m と変化させた。それぞれの真

空磁場配位は図 4.1aから図 4.1fである。この図は LHDの磁力線・磁気面可視化プログ

ラム [78]を用いて各磁場配位の真空磁場配位の磁力線をプロットした。Rax = 3.60mは

図 4.1aと図 4.1d 紫の線は閉じた磁力線であり、青点は閉じていない磁力線（カオティッ

クレイヤー）である。図のポジションはトロイダル角 φ = 0度（横長断面長（図 4.1a―

4.1c））、18度（縦長断面長（図 4.1d―4.1f））である。磁気軸変化は、図の中の磁場の中

心にある点が左方向（大半径の中心方向）から右方向（大半径の外側方向）へ変化してい

ることで確認できる。

図 4.1a～4.1cの横軸の原点は R = 3.90mである。横軸断面における磁気軸位置がそれ

ぞれ R(ρ = 0) = 3.587m、3.740m、3.897mであることがわかる。トロイダル方向に平均

した磁気軸（Rax = 1
2π

∫ 2π

0
R(ρ = 0)dφ）は Rax = 3.60、3.75、3.90mであることから、

磁気軸上の磁力線もトロイダル方向に一周すると大半径方向に変動する事がわかる。
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図 4.1: 真空磁場の断面図 (a)(d) は Rax = 3.60m、(b)(e) は Rax = 3.75m、(c)(f) は

Rax = 3.90m。(a) から (c) はトロイダル角 φ = 0 度、(d) から (e) はトロイダル角

φ = 18度。

(a) Rax = 3.60m (b) Rax = 3.75m (c) Rax = 3.90m

(d) Rax = 3.60m (e) Rax = 3.75m (f) Rax = 3.90m

磁場強度変化は GKV を用いて計算し、図 4.2a―4.2c に３つの磁場配位（Rax =

3.60, 3.75 3.90m）の磁力線に沿った磁場強度変化を示す。規格化しているため単位は

[Bax]である。横軸はポロイダル角であり、z = 0は大半径の最も外側の点である。これ

らの図からトーラス性による磁場強度変化（トーラス外側で弱く、内側で強い）と、ヘリ

カルコイルが作る磁場強度変化（ヘリカルコイルに近づく、遠ざかるによる変化）がある

ことがわかる。各配位のヘリカルリップルの変化が顕著に表れており、このことから、配

位の変化が新古典輸送に影響を与えることが考えれる。
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図 4.2: 各配位における沿磁力線の磁場強度
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4.1.2 測地曲率

GKVコードを用いてテンソル gij と磁場強度 B、磁場勾配 dB/dxi を導き、各配位の

測地曲率を式 2.27から導出した。図 4.3a, 4.3b, 4.3cに各配位の規格化した測地曲率の磁

力線方向変化を示す。すべての配位で測地曲率は点対称となるが、トーラス外側（z = 0）

において、測地曲率の絶対値は 3.60mは最小、3.90mで最大となる。

図 4.3: 各配位におけるポロイダル方向の磁力線の測地曲率
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(c) Rax = 3.60m

測地曲率を単純化させて比較をするために、測地曲率の平均を求めた。ただし、単純な

平均はゼロとなるので、測地曲率の二乗に ITGモードの磁力線方向の静電ポテンシャル

の固有関数で補正をかけて平均した。ITGモードはトーラス外側（−π/2 < φ < π/2）で

強くなるバルーニング構造をもつため、固有関数が決定された磁力線方向の静電ポテン
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シャル（ϕ）は、図 4.4で示した実数（実線）、虚数（破線）関数となる。

図 4.4: ηi を変化させたときの静電ポテンシャル固有関数。横軸はポロイダル角。[19]か

ら抜粋。実線は実数、破線は虚数。

簡単のために、静電ポテンシャルの固有関数を、図と同程度の広がりを持つようなガウ

ス分布 f(z) = exp
(
−z2/2(π/6)2

)
/S（ここで、S =

∫∞
−∞ exp

(
−z2/2(π/6)2

)
dz は f(z)

の規格化因子）を仮定し、測地曲率の２乗に固有関数で重みづけした測地曲率の平均

⟨κg⟩ =

(∫ π

−π
κ2g(z)× f(z)dz∫ π

−π
f(z)dz

)1/2

(4.1)

を求めた。

平均測地曲率と各配位の対応を図 4.5に示す。図 4.5から磁気軸が大きくなるにつれ測

地曲率も大きくなることが確認できる。⟨κg⟩は 3.60m、3.75m、3.90mでそれぞれ 0.463、

1.10、2.09となる。
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図 4.5: 測地曲率の磁気軸依存性

4.1.3 プラズマパラメータ

本研究では可能な限り広範囲の密度、電子温度、イオン温度のデータがとれるよう、密

度、加熱のデータセットが広範囲となるようなプラズマ実験を行った。LHDにおけるプ

ラズマ点火実験はショットと呼ばれ、ショット番号がわりふられており、それぞれの配

位で約 30 ショットのプラズマ点火実験を行った。また、各ショット、時間内でも加熱

方法を変え、様々なパラメータ領域のデータを取得した。典型的な放電波形を図 4.6 に

示す（ショット番号は１５４０８８）。ECH でプラズマを立ち上げと加熱を行い、接線

NBI(NBIt = NBI1 + NBI2 + NBI3)、垂直 NBI（NBI4、NBI5）によるプラズマ加熱を

行った。図 4.6(a) で示した通り、加熱パターンは ECH と垂直 NBI、ECH と垂直 NBI

と接線 NBI、垂直 NBIと接線 NBIの３つである。CXSを用いたイオン温度分布計測の

ために垂直 NBI（NBI4、NBI5）のモジュレーションを行った。トムソン散乱計測で求め

た電子温度分布に多項式フィッティングを行った。図 4.6(b)の ne0 はその中心密度であ

る。トムソン散乱計測のほかにも FIR干渉計 [79]で密度を計測し、電子密度の線平均 n̄e

を求めた。図 4.6(b)の青線は n̄e である。n̄e と ne0 を比較すると、同程度の値となるた

め、トムソンさん計測による計測は妥当であると考えられる。図 4.6(b)の ⟨βdia⟩は反磁
性計測 [80] で評価した体積平均ベータ値 β = (nkBT )/(B

2/2µ0)（SI 単位系）の時間変

化である。図 4.6(c) はトムソン散乱計測および多項式フィッティングで評価した中心電

子 Te0 と、NBI4号機の入射タイミングの CXS計測および多項式フィッティングで評価

した中心イオン温度 Ti0 である。図 4.6(d) は規格化小半径 reff/a99 = 0.7 における電子

およびイオン温度勾配である。ここで、reff は実効小半径、a99 は総電子圧力の９９ %が
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存在する実効小半径である。図 4.6(e)は reff/a99 = 0.7における PCIで計測した密度揺

動 ñe/ne を密度で規格化したものである。図 4.6(f)は dytransを用いたパワーバランス

解析によって評価した reff/a99 = 0.7 におけるイオン熱輸送係数 χi である。中心電子・

イオン温度、電子・イオン温度勾配、密度揺動レベル、イオン熱輸送係数の時間変化をみ

ると、加熱方法の変化によって値が変わることが確認できる。
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図 4.6: 典型的な放電波形。（ショット番号：154088）(a)ECH は電子サイクロトロン加

熱、NBIt は接線 NBIによる加熱、NBI4 は４号機 NBIによる加熱、NBI5 は５号機 NBI

による加熱。(b)n̄e は線平均で求めた電子密度、ne0 は中心密度、⟨βdia⟩は反磁性計測で
求めた体積平均 β 値。(c)Te0 は中心電子温度、Ti0 は中心イオン温度。(d)−dTe/dreff、
−dTi/dreff はそれぞれ reff/a99 = 0.7における電子温度勾配、イオン温度勾配。(e)ñe/ne

は reff/a99 = 0.7におけるイオンスケール揺動レベル。(f)χi は reff/a99 = 0.7における

局所イオン熱輸送係数
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各磁場配位における典型的な分布パターンとその熱輸送と熱輸送係数、密度揺動を紹介

する。3.60m、3.75m、3.90mのプラズマ分布はそれぞれ図 4.7a、図 4.7b、図 4.7cで示

した。エラーバーがついている点は、トムソン散乱計測や CXS計測による計測データで

あり、線はそのデータの多項式フィッティングである。青は密度であり、緑は電子温度、

赤はイオン温度の分布を表している。共通事項として、密度分布は中心が低くな、ホロー

な分布となっており、温度は電子・イオンともに中心が高くなるピーキングをしている。

3.60mでは、電子温度、イオン温度がともに他の配位よりも高くなる傾向にある。

図 4.7: 密度 ne、電子温度密度 Te、イオン温度密度 Ti 分布
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(a) Rax = 3.60m、⟨κg⟩ = 0.463
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(b) Rax = 3.75m、⟨κg⟩ = 1.10
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(c) Rax = 3.90m、⟨κg⟩ = 2.09

上記のプラズマから AutoAnaモジュールの、dytransで熱輸送係数を評価した輸送係

数図 4.8から図 4.18に示す。電子温度勾配 −dTe/dreff、イオン温度勾配 −dTi/dreff、電
子温度で規格化した電子温度勾配 −dTe/dreff/Te をイオン温度で規格化したイオン温度
勾配−dTi/dreff/Te、トータル電子輸送流束Qe total、トータルイオン熱輸送流束Qi total、

電子およびイオンのトータル熱流束を各小半径における面積 S および密度でわった熱流

束 Qe total/Sne、Qi total/Sne、電子およびイオンの熱輸送係数 χe、閉じ込め時間 τE の

空間分布はそれぞれ図 4.8から図 4.18である。青丸が 3.60m（⟨κg⟩ = 0.463）であり、赤

三角が 3.75m（⟨κg⟩ = 1.10）であり、黒の四角が 3.90m（⟨κg⟩ = 2.09）のデータを表し

ている。電子温度勾配はそれぞれの配位で違いが見られるが、電子温度で規格化すると、

似た傾向を示す。3.75mと 3.90m配位のイオン温度勾配は、似たような空間分布を持つ

が、3.60mでは、reff/a99 = 0.4で一度ピークを迎える。3.75m, 3.90m配位においてイオ

ン温度勾配をイオン温度で割った空間分布は外側ほど低下するが、3.60mでは外側に行く

につれ大きくなる。また、3.90mにおける中心の電子温度分布とイオン温度分布はフィッ

ティングの関係で、勾配の正負が逆転する。電子熱輸送束、イオン熱輸送束はどの配位で
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も積分されており、外側にむかって増大する傾向となる。3.60m の熱輸送流束が大きい

が、面積と密度で割ると、他の配位と同程度、もしくは小さな値となる。したがって、熱

輸送係数は 3.60mで最低となる。3.90mでは、先ほど述べた通り、温度勾配の負号が反

転するため、中心付近で熱輸送係数が発散している。閉じ込め時間は 3.60mで最高とな

り、3.60m配位で閉じ込め性能が高いことがわかる。
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図 4.8: 電子温度勾配分布
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図 4.9: イオン温度勾配分布
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図 4.10: 電子温度で規格化した電子温度

勾配分布
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図 4.11: イオン温度で規格化したイオン

温度勾配分布
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図 4.12: 電子熱流束分布
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図 4.13: イオン熱流束分布
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図 4.14: 面、密度で割った電子熱流束分

布
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図 4.15: 面、密度で割ったイオン熱流束

分布
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図 4.16: 電子熱輸送係数
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図 4.17: イオン熱輸送係数
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図 4.18: エネルギー閉じ込め時間

図 4.7 のプラズマと同様のショットおよびタイムスライスのプラズマの、PCI で計

測した径方向イオンスケール揺動 ñe の信号強度と、外側（小半径が正）で reff/a99 =

0.1, 0.2, 0.3, 0.4, 0.5, 0.6, 0.7, 0.8, 0.9 のポジションの揺動を密度（単位は [1019m−3]）で

規格化した密度揺動レベルをそれぞれ図 4.19、図 4.20に示す。このとき、プラズマ中心

付近の密度揺動計測は行っていない。
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図 4.19: イオンスケール揺動レベル
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図 4.20: 電子密度で規格化したイオンスケール揺動レベル

reff/a99 = 0.7はプラズマの体積平均をとった場合のポジションに近いため全体的なプ

ラズマ閉じ込めの議論が可能なこと、議論の簡約化のために、輸送特性に関する議論は

reff/a99 = 0.7のデータをもとに行う。

先ほど述べた通り、配位によって密度、温度が違うため、プラズマパラメータを完全に

揃えることは難しい。そこで、図 4.21で示す通り、衝突周波数等の無次元パラメータが

同様の値になるよう加熱および電子密度を可能なかぎり広範囲にスキャンし、このときの

reff/a99 = 0.7における電子温度、密度が図 4.22、イオン温度、密度が図 4.23で示すとお

り、可能な限り広範なデータを取得した。
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図 4.21: 加熱および密度
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図 4.22: 電子温度と密度
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図 4.23: イオン温度と密度
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イオンスケール揺動レベルを内側、外側で |reff/a99| = 0.6 ∼ 0.8で平均化し密度で規

格化した。イオン熱輸送係数のイオンスケール密揺動依存性を各配位で比較したのが、図

4.24となる。各配位で、揺動レベルが大きくなるに従って、イオン輸送係数も大きくなる

ことが確認できる。どの配位でも、イオン熱輸送係数の密度揺動依存性がみられ、3.90m

では揺動レベルが最大となり、イオン熱輸送係数も最大の値をとる。3.60mにおける揺動

レベルの大きさは他の配位と変わらないが、イオン熱輸送係数は小さい傾向にあることが

確認できる。
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図 4.24: 熱輸送係数の密度揺動依存性

解析では、ITG 乱流に影響を与える無次元化パラメータのイオン熱輸送係数依存性を

調査した。ITG乱流に影響を与えるパラメータは、測地曲率、温度比、イオン-イオン衝

突周波数、密度勾配、電子・イオン温度勾配、密度揺動レベルの 6つである。イオン熱輸

送係数はジャイロボーム拡散係数 χGB
i = vTi

ρ2i /Rax（この時、Larmor半径に含まれる速

度の磁場垂直成分は熱速度程度と仮定）で無次元化した。測地曲率は、Rax = 3.75m配位

における測地曲率を参照値 ⟨κrefg ⟩ = 1.10にして無次元化した。ITG乱流の線形成長率は

2.17式より、電子温度とイオン温度の比の依存するため、温度は電子温度とイオン温度の

比 Te/Ti として無次元化した。イオン-イオン衝突周波数 νii は

νii ≡
nee

2
i e

2
i lnΛii

8
√
2πε20m

2
i v

3
Ti

, (4.2)

として定義する [81]。ここで ε0 は電子透過率、lnΛii はデバイ長の半径をもつ球体の中

での小角度衝突の和。ここでは簡単のために lnΛii = 17とする。イオン-イオン衝突周波

数、密度勾配、電子温度勾配、イオン温度勾配を無次元化したパラメータをそれぞれ

ν∗ii ≡ Lcτ
−1
ii /

√
2vT i. (4.3)
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R/Ln ≡ −Rax
d lnne
dreff

(4.4)

R/LTe ≡ −Rax
d lnTe
dreff

(4.5)

R/LTi ≡ −Rax
d lnTi
dreff

(4.6)

とする。ここで Lc は周回軌道スケール長であり、逆アスペクト比 ϵは ϵ = reff/Rax を用

いて
Lc ≡ qRax/ϵ

3/2, (4.7)

として定義する。ヘリカルプラズマの reff/a99 = 0.7 において安全係数 q は約 1.3 であ

る。τii はイオン衝突時間であり、

τ−1
ii ≡ 4

3
√
π
νii. (4.8)

として定義される。ITGモードの線形成長率は式 2.17より、ηi に依存すること、後の議

論でホロー分布であるため負の値となる密度分布を補正する必要があることから、無次元

化イオン圧力勾配を R/Ln + R/LTi
として規格化し、イオン熱輸送係数への依存性を調

べた。上述の計測および解析から得られたデータセットから、無次元化熱輸送係数、無次

元化した測地曲率、イオンスケール密度揺動レベル、規格化衝突周波数、規格化電子温度

勾配、規格化圧力勾配、温度比、規格化イオン温度勾配、規格化密度勾配を評価した。規

格化熱輸送係数の各パラメータ依存性は図 4.25～4.32となる。このデータセットを用い

て、測地曲率がイオン熱輸送に与える影響を議論する。
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図 4.25: 規格化熱輸送係数の測地線曲率

依存性
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図 4.27: 規格化熱輸送係数の規格化衝突

周波数依存性
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図 4.28: 規格化熱輸送係数の規格化電子

温度勾配依存性
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図 4.29: 規格化熱輸送係数の規格化圧力

勾配依存性
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図 4.30: 規格化熱輸送係数の温度比

依存性
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図 4.31: 規格化熱輸送係数の規格化イオ

ン温度勾配依存性
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図 4.32: 規格化熱輸送係数の規格化密度

勾配依存性

4.2 統計解析を用いた輸送に対する測地曲率の重要性の解析

得られたデータセット量は統計解析に耐えられるほどであり、測地曲率によるイオン熱

輸送への影響を他のパラメータを考慮して議論するため、純粋な数理手法のみの統計解析

を用いた。

輸送にとって重要であるパラメータの選択は赤池情報量規準（AIC）[82]を用いて行っ

た。AICは元統計数理研究所所長の赤池弘次が 1973年に発表した統計モデルの良さを評

価するための指標である。モデルを作る際、フィッティング関数のパラメータ数を増やせ

ば増やすほど、その測定データとの適合度を高めることができるが、ノイズなどの変動を

強く受ける関数ができるため、同種のデータには合わなくなる過適合が発生する。AICと

はある測定データを統計的に説明するモデルを作る際に、モデルの複雑さとデータとの適

合度とのバランスをとる指標であり、良いモデルとは AICが最小のときであると考えら

れる。AICの公式は、
AIC = −2 lnLf + 2k (4.9)

であり、Lf は尤度関数、kAIC は自由パラメータの数である。この Lf は最尤推定法を

用いて推定される。最尤推定法とは、推定するパラメータがある値をとる場合に観測し

ている事柄や事象が起こりうる確立である尤度が最大化するようなパラメータ値を探索

する推定方法である。パラメータ θ をもつ連続型の確率分布 f(x|θ)からの無作為標本を
考える。n個の標本値が x1, x2, . . . , xn であったとする。このとき、尤度関数 Lf (θ)を

Lf (θ) = f(x1|θ) · f(x2|θ) · · · f(xn|θ)としてつくる。この Lf (θ)を最大にする θ = θ̂ が
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存在するとき、θ̂を θの最尤推定量とよばれ、尤度方程式 ∂ logLf (θ)/∂θ = 0の解として

求められる。

AICは標本サイズを無限と仮定しているため、有限な標本サイズ nを仮定したときは

修正 AIC（AICc）[83]であり、式は

AICc = −2 lnLf + 2k + 2k(k + 1)/(n− k − 1), (4.10)

である。AICcは各標本の誤差が独立で確率分布が正規分布の場合、

AICc = n ln

∑n
i=0 σ

2
i

n
+ 2k +

2k(k + 1)

n− k − 1
+ n ln(2π) + n (4.11)

と単純化できる。σi は σi = (yi − ŷi)
2（yi は実際の値、ŷi は予測値）として定義される

2乗誤差である。

熱輸送係数のパラメータ依存性のスケーリングは非線形多変量回帰分析を用いて行っ

た。多変量回帰分析は、y = a0 + a1x1 + a2x2 + . . .+ anxn のような線形回帰分析によっ

て、目的パラメータ（y)に対する説明パラメータ（x）の係数を求め、依存性を解析する

手法である。今回は熱輸送係数のスケーリングを求めるため、対数変換を行い、

lnχi/χ
GB
i = a0 + a1 lnx1 + a2 lnx2 + . . .+ an lnxn (4.12)

の形に線形化した。したがって、熱輸送係数のスケーリングは

χi/χ
GB
i = ea0xa1

1 x
a2
2 . . . xan

n (4.13)

となる。

イオン熱輸送係数における、AICcを用いたパラメータ選択および、乗数 an を表 4.1に

示す。一番左の列はパラメータ数を表し、右隣の列はそのときの最小 AICcである。次の

列はスケーリングの指数 a0 の値であり、その次からのセルは選択されたパラメータとそ

の指数 an である。

どのパラメータ数においても、⟨κg⟩/⟨κg⟩ref が選ばれており、イオン熱輸送との正の相関
はシミュレーション予測（図 2.24）が示した小さい測地曲率では帯状流が卓越し、閉じ込め

がよくなるという予測と整合する。最良モデルは、AICcが 196.0となる、 ⟨κg⟩/⟨κg⟩ref、
Te/Ti、R/Ln +R/LTi、R/LTe が選ばれたときであり、 ⟨κg⟩/⟨κg⟩ref の指数が最大であ
る。この時の相関係数は R2 = 0.89である。Te/Ti 依存性は、輸送が ITG乱流によって

駆動されたものであることを示唆する。興味深いことに、ñe/ne が最良モデルに含まれて

いない。この理由を後に議論する。
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表 4.1: イオン熱輸送 (χi/χ
GB
i ) における各パラメータ数の最小 AICc。セルに記述され

ている値は、多変量回帰分析で得られた指数。

χi/χ
GB
i

number of

parameters

minimum

AICc
a0 ⟨κg⟩/⟨κg⟩ref Te/Ti R/Ln +R/LTi

R/LTe
ν∗ii ñe/ne

1 485.1 4.12 1.46

2 338.5 3.52 1.25 1.43

3 246.1 4.59 1.52 1.16 −0.439

4 196.0 7.12 1.86 1.72 −0.484 −1.01

5 197.1 7.05 1.79 1.76 −0.441 −0.995 0.0533

6 199.2 6.96 1.79 1.75 −0.442 −1.00 0.0553 0.0128

磁気軸を変化させたとき、実効ヘリカルリップル εeff も変化するため、新古典輸送の寄

与を考慮した輸送のパラメータ依存性を考える必要がある。今回、局所新古典輸送解析

コード（GSRAKE）[84, 85]を用いて新古典輸送係数 χNC
i を評価した。GSRAKEは定

常状態を仮定し、実験観測の温度密度パラメータから、径電場を独立変数として粒子束を

計算する。LHDのような磁場リップル構造においても、リップルを平均化し、ドリフト

運動方程式を早く解くことが可能であるため、今回のような大規模データセットの新古典

輸送係数の評価に用いた。GSRAKEから得られた新古典輸送係数の両極性径電場 Er 依

存性をプロットした図が図 4.33である。Er > 0（電子ルート）は、Er < 0（イオンルー

ト）と比べ新古典輸送係数が小さく、Er がゼロ近傍で大きくなる。
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図 4.33: 新古典輸送の径方向電場依存性

乱流輸送は輸送から新古典輸送成分を引いた（χturb
i = χi − χNC

i ）として評価し、先
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述と同様に乱流輸送におけるパラメータ選択および、依存性解析を行った。その結果を

表 4.2に示す。最良モデルは AICcが 445.2のときであり、相関係数は R2 = 0.85となっ

た。揺動レベル ñe/ne 依存性が現れるといった細かい変化はあるものの、乱流輸送のパ

ラメータ依存性は χi/χ
GB
i の場合とよく似た結果となった。このことから、イオン熱輸送

の磁場配位依存性に対しては、新古典輸送の寄与が小さいことを意味している。以上の結

果から、測地曲率がイオン乱流輸送において最も重要な影響を与えていることが明らかと

なった。

表 4.2: 乱流輸送 (χturb
i /χGB

i )における各パラメータ数の最小 AICc。 セルに記述されて

いる値は、多変量回帰分析で得られた指数。

χturb
i /χGB

i

number of

parameters

minimum

AICc
a0 ⟨κg⟩/⟨κg⟩ref Te/Ti R/LTe

R/Ln +R/LTi ñe/ne ν∗ii

1 624.6 3.79 1.85

2 475.4 3.05 1.59 1.78

3 459.8 5.07 1.84 2.27 −0.846

4 453.7 5.69 1.97 2.21 −0.932 −0.168

5 445.2 3.08 2.07 1.85 −1.17 −0.247 0.408

6 446.2 3.40 2.16 1.82 −1.18 −0.308 0.376 −0.0843

多変量回帰分析による予測がパワーバランス解析による輸送とどの程度整合するかを

イオン熱輸送（χi/χ
GB
i ）、乱流輸送（χ

turb
i /χGB

i ）の双方で比較したのが、それぞれ図

4.34(a)と (b)である。χi/χ
GB
i の予測は実験値とよく整合するが、χturb

i /χGB
i の予測は、

実験値とおおきなずれが生じてしまっている。これは、問題は FORTEC-3Dを用いた大

域的な計算による新古典輸送に関する議論で指摘されている通り [86]、局所的な計算をす

る GSRAKEは Er = 0近傍において、新古典輸送を過大評価してしまうためである（図

4.35）。今後、輸送特性を議論するにあたり、この問題を回避するため、χi/χ
GB
i を用い

る。この仮定は LHDにおいて、新古典輸送の寄与は小さいため（輸送全体の 30%以下）、

妥当であると考える。

67



図 4.34: 統計解析による予測輸送係数と実験からパワーバランス解析で評価した熱輸送係

数の比較。(a)はイオン熱輸送。(b)は乱流輸送。
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図 4.35: 新古典輸送係数と輸送係数の比の径電場依存性

4.3 帯状流効果の測地線曲率依存性

4.3.1 乱流強度評価

統計解析によって、測地曲率のイオン熱輸送への重要性が示されたが、物理的な素課程

を検証するために、測地曲率の帯状流への影響の調査を行う。LHDにおいて帯状流の直

接計測は非常に難しいため、帯状流の直接的な計測の代わりに LHD磁場配位の輸送を予

測できている帯状流を考慮した簡約化輸送モデル 2.20を用いて、乱流輸送低減効果を示

す帯状流低減効果 Z1/2/T を、実験で得られた輸送係数とイオンスケール揺動レベルから
評価した。
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密度揺動が得られているため、乱流強度を評価する。プラズマのボルツマン関係を仮定

すると、密度と静電ポテンシャルの関係は

ne = n0exp

(
eϕ

kBTe

)
(4.14)

となるので、静電ポテンシャル揺動は eϕ̃/kBTe ∼ ñe/ne となる。したがって、実験にお

ける乱流強度はイオンスケール電子密度揺動レベルから評価することができる。ここで、

乱流強度は以下の式で求める。

T = ζ
1

2

(
Rax

ρi

ñe
ne

)2

= ζTexp, Texp ≡ 1

2

(
Rax

ρi

ñe
ne

)2

(4.15)

このとき ζ は実験値と GKV による非線形計算 [39] をあわせるための較正係数である。

[39]にて、乱流強度のみで輸送強度を予測するモデル式は G(T ) = 0.11T 0.83 となる。本

実験においても、各揺動レベルの熱輸送係数の最大値は、T 0.83 とフィットするため、乱

流のみのモデル値と、最大熱輸送係数が同じになるよう較正係数 ζ を ζ = 4.5× 10−11 と

した。図 4.36は規格化イオン熱輸送係数の較正係数 ζ = 4.5×10−11 で得られた乱流強度

T に対する依存性を示しており、T の大きさはほかの非線形 GKV計算 [87]とも一致す

る。また、モデル式 G(T )と、規格化イオン熱輸送係数を比較した図が図 4.37となり、各

揺動強度における輸送の最大値がモデルと一致する。以上から、較正係数 ζ = 4.5×10−11

は妥当な値であると判断した。ただし、⟨κg⟩ = 0.463の規格化イオン熱輸送係数の乱流強

度依存性はモデルと一致しないが、これは輸送を決めるのは乱流だけではないということ

を示すものである。
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図 4.36: 規格化イオン熱輸送係数の乱流強度依存性
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図 4.37: 規格化イオン輸送係数と、揺動強度のみを用いた輸送モデルとの比較。揺動強度

ごとの最大値で実験計測とモデルが一致する。

4.3.2 各パラメータにおける、帯状流効果の測地線曲率依存性

先述の節によって、規格化熱輸送係数と式 4.15から乱流強度を評価し、実験から規格

化イオン熱輸送係数を評価したため、輸送モデルから帯状流効果 Z1/2/T を評価し、その
測地曲率依存性を調査する。

統計解析で示したとおり、輸送には他の無次元パラメータに対する依存性がある。無次

元パラメータからの影響を可能な限り小さくするため、無次元パラメータが可能な限り同

程度となる領域のデータから、帯状流効果を評価した。統計解析から、温度比、規格化電

子温度勾配、規格化イオン圧力勾配が輸送に相対的に大きな影響を与えている得られたた

め、選択するパラメータは以下の通りにした。

0.9 ≤ Te/Ti ≤ 1.3 (4.16)

8 ≤ R/LT e ≤ 14 (4.17)

−3 ≤ R/Ln ≤ 3.5 (4.18)

8 ≤ R/LT i ≤ 13 (4.19)

9 ≤ R/Ln +R/LT i ≤ 14 (4.20)

この時、選択するデータセットは図 4.38の緑の線で囲った枠の中となる。
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図 4.38: データセット選択。緑の線でかこった枠の中のデータセットから帯状流効果を評

価する。

選択領域内のデータセットで規格化熱輸送係数および乱流強度の測地曲率依存性をプ

ロットしたのが図 4.39である。乱流強度の測地曲率依存性をみたとき、乱流強度が測地

曲率に対してクリアなべき乗則依存性がないことがわかる。逆に熱輸送係数は測地曲率に

対しクリアなべき乗則に則っていることがわかる。このことから、輸送を決める原因はほ

かにあることが示唆された。これは、AIC を用いた統計解析において密度揺動レベルが

乱流輸送に与える寄与が小さい理由を示すひとつの証拠となる。
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図 4.39: 乱流および、輸送の測地線曲率依存性

図 4.40は帯状流効果の測地曲率依存性である。帯状流効果は測地曲率が大きくなって

いくとともに減少していることが確認できる。Z1/2/T < C2 = 1.1× 10−2 となる領域で

は、精度がさがるため、データのバラつきが大きくなる。この依存性と GKVシミュレー

ションの結果（図 2.24）と比べると、定性的に整合している。実験結果のほうが強い依存
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図 4.40: 帯状流効果の測地線曲率依存性

性があるように見えるのは、イオン熱輸送係数に新古典輸送の効果が含まれているためだ

と考えられる。帯状流効果が大きくなるとともに、乱流の強さに関わらず、輸送が低減さ

れる傾向にあり、これは 2.2.3章で紹介した強い帯状流が共存すると乱流輸送が低減する

という、非線形 GKVシミュレーションの結果とも整合する。以上の結果により、理論予

測と同様に測地曲率が小さいと帯状流が卓越し、乱流輸送低減が起こることが実験から明

らかとなった。一般的に、低測地曲率は捕捉粒子の径方向移動を抑えるため新古典輸送を

低減することが知られている。上記の結果は、これに加え、測地曲率の変化から帯状流の

励起によって、乱流輸送を制御する可能性を示すものとなる。

4.3.3 他のパラメータ領域における帯状流効果の測地曲率依存性

簡約化輸送モデルを用いた解析のロバストネスを確かめるために、別のパラメータ領域

を選択し、イオン熱輸送係数、乱流強度、帯状流効果の測地曲率依存性の変化を確かめた。

例として、データセットの選択を

0.8 ≤ Te/Ti ≤ 1.3 (4.21)

9 ≤ R/LT e ≤ 14 (4.22)

0 ≤ R/Ln ≤ 3.5 (4.23)

8 ≤ R/LT i ≤ 12 (4.24)

とした場合を確認する（図 4.41）。このとき、イオン熱輸送係数、乱流強度、帯状流効果

の依存性は図 4.42となり、その特性は先述とほとんど変わらない。
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図 4.41: 違う領域からのデータセット選択。

図 4.42: 選択領域を変更した場合の、(a)イオン熱輸送係数、乱流強度、(b)帯状流効果の

測地曲率依存性

次に、R/LTe
のかわりに、衝突周波数 ν∗ii を揃えた場合も検証する。データセットの選

択は
1.1 ≤ Te/Ti ≤ 2.1 (4.25)

0.4 ≤ ν∗ii ≤ 0.6 (4.26)

−4 ≤ R/Ln ≤ −1 (4.27)

9 ≤ R/LT i ≤ 14 (4.28)

とした（図 4.43）。このときの規格化イオン熱輸送係数、乱流強度、帯状流効果の測地曲

率依存性も（図 4.44(a)、(b)）、測地曲率依存性が小さくなるに従って乱流強度も下がる、

Z1/2/T < C2 = 1.1× 10−2領域でもバラつきが小さいなどいくつかマイナーな違いはあ

れども、上述の傾向と一致した。
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図 4.43: 規格化電子温度勾配ではなく、衝突周波数領域に着目したパラメータ選択。(a)

温度比と規格化衝突周波数。(b)規格化密度勾配、規格化イオン温度勾配。

図 4.44: 規格化衝突周波数が揃っている場合の、(a)イオン熱輸送係数、乱流強度、(b)帯

状流効果の測地曲率依存性

違うパラメータ領域においてもシミュレーション結果と整合するような依存性は、帯状

流の測地曲率依存性がシミュレーションと定性的に整合することを示唆する。そして、乱

流の大きさに関わらず熱輸送係数が低減することは、帯状流そのものが乱流輸送を低減す

ることを示している。これらの結果は、この解析がロバストなものであることを示すもの

である。
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第 5章 総括

核融合燃焼プラズマの実現において、プラズマ乱流輸送の理解とその制御手法の確立は

重要な課題である。磁場閉じ込めプラズマにおいて、磁場形状が乱流輸送に与える影響を

調査することは、閉じ込め性能を向上させ、核融合燃焼プラズマの実証に貢献するもので

ある。本研究は、磁力線の測地曲率に着目し、測地曲率が帯状流に与える影響を実験デー

タに基づいて調査した。

実験は、磁場配位の自由度とプラズマの分布計測・揺動計測に優れる LHD を用いて

行った。LHDプラズマの磁気軸が大きく変化することを事前に検討し、実験計画を策定

した。プラズマ実験では、衝突周波数等の ITG乱流にとって重要な無次元パラメータが

同様の値になることに配慮し、加熱スキャンを可能な限り広くふり、各プラズマの輸送係

数とイオンスケール密度揺動レベルを評価し、ITG 乱流が駆動するイオン熱輸送のパラ

メータ依存性を議論するための輸送データベースを構築した。

解析は、２つの独立した手法を用いて行った。イオン熱輸送係数のパラメータ依存性調

査は、純粋な数学的手法である統計解析の手法を用いることで行った。ジャイロボーム拡

散係数で規格化した熱輸送係数に対し、AIC によるパラメータ選択と非線形多変量回帰

分析を行い、測地曲率の重要性を調べた。結果は以下の通りである。

１．測地曲率がイオン乱流輸送にとって最も重要なパラメータであり、その依存性は理

論計算の予測と定性的に整合する。

２．新古典輸送の効果を調べるために、熱輸送係数に新古典輸送係数を引いた場合で乱

流輸送係数の統計解析を行い、熱輸送係数の解析と同様の結果を得た。このことは、イオ

ン熱輸送の磁場配位依存性に対しては、新古典輸送の寄与は小さいことを意味しており、

乱流輸送低減を示す結果である。

次に、統計解析手法では得られない物理的素課程を検証するために、簡約化輸送モデル

を用いて、帯状流の評価を行い、測地曲率依存性を検証した。測地曲率以外のパラメータ

依存性の影響を減らすために、可能な限り同じ無次元パラメータをもつデータセットを選

択肢、帯状流効果を評価した。その結果は以下のとおりである。
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１．帯状流効果の測地曲率依存性は、シミュレーションによる予測と定性的に整合する

ことが明らかとなった。

２．異なるパラメータ領域のデータセットを選択してもほぼ同様の結果が得られた。こ

れは、この解析がロバストであることを示すものである。

以上の結果をまとめると、測地曲率が小さい場合には、帯状流は大きく駆動され、乱流

輸送が低減することを実験的に示すことがでいた。磁場形状により帯状流の制御を実証し

た初めての実験研究であり、ITERなどの核融合燃焼プラズマの制御手法確立に大きく貢

献するものである。さらに、測地曲率を最適化変数として、非線形過程による帯状流効果

を考慮した乱流輸送最適化配位創成の観点から、配位最適化研究の進展に大きく貢献する

ものである。また、トーラスプラズマを用いた今回の研究は、外部から帯状流の減衰率に

働きかけることで非常に大きな乱流輸送低減を実現しており、このようにあるモードの減

衰率の制御がシステム全体の性質に大きく影響を与える条件などが明らかになれば、非線

形性が卓越した複雑な系においても外部制御に関する普遍性を発見できる可能性がある。

これは今後の課題である。
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付録 A ジャイロ運動論

ジャイロ運動論的方程式の基礎的な定義と支配方程式を [88]を参考に、紹介する。電磁

場揺動をともなう高温プラズマ中の主な乱流は、プラズマ中の密度や温度の不均一性を駆

動源とした揺動であり、イオンのサイクロトロン周波数よりも十分低い周波数を持つよう

な、イオンの軌道運動効果を含む微視的乱流である。その周波数は十分低いため、揺らぎ

は磁場に沿った方向に長い波長 L∥（トーラス形状の場合は、大半径程度）をもつが、磁場

を横切る方向にはサイクロトロン半径（Larmor半径）で特徴づけられる短波長 L⊥ とな

る。このような磁場方向に長く伸びた非等方性の強い揺らぎはフルート型と呼ばれ、微小

パラメータ δ ∼ L⊥/L∥ を用いて簡約化して支配方程式を記述できる。近年では、Vlasov

方程式を電子やイオンのジャイロ運動について平均化することで導かれるジャイロ運動論

を用いた大規模シミュレーションによる研究が進んでいる。プラズマを一流体近似した、

磁気流体（MHD）方程式が存在するが、ドリフト波などの記述においては、磁場に沿っ

た電場揺動や荷電粒子の磁場ドリフトなどの効果取り入れる必要がある。また、核融合プ

ラズマは高温で希薄なプラズマでは、粒子の磁場方向への平均自由行程が系の大きさをは

るかに超えるため、流体近似が成立しないため、速度分布関数 f(v)を用いた運動論で議

論が行われる。ここでは、ジャイロ運動論で使われる支配方程式の紹介を行う。

ジャイロ運動論で取り扱う基礎方程式は Vlasov方程式である。ただし、ジャイロ運動

など時間スケールの短い現象が含まれる。時間および空間スケールを特徴づけるオーダー

リングは

δ ∼ L⊥

L∥
∼ ω

Ω
∼ eϕ̃

T
∼ B̃

B
∼ F̃

F
∼ vg
vT

(A.1)

となる。ここで、揺らぎの各振動数 ω、サイクロトロン各周波数 Ω、素電荷 e、静電ポテ

ンシャル振動 ϕ̃、温度 T、磁場揺動 B̃、分布関数揺動 F̃、全分布関数 F、ジャイロ中心の

ドリフト速度 vg、熱速度 vT を表す。また、背景分布のスケールと揺動のスケール分離を

行うために、局所近似を行う。ここでは、Gauss単位系で式をしめす。

３次元空間の粒子速度を v とし、その大きさを v = |v| とする。荷電粒子の平均密度
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ns、電荷 es、質量ms、温度 Ts、運動エネルギー ε = msv
2/2とする。平衡的な分布関数

FMs
として、等方的なMaxwell分布

FMs = ns

(
ms

2πTs

)3/2

exp

(
− ε

Ts

)
(A.2)

を考える。磁気モーメントは µ = msv
2
∥/2B となる。粒子位置座標系 (x,v) とジャイロ

中心座標 (X, ε, µ, ξ)との関係は x = X + ρs となり、ρs = b̂× v/Ωs は粒子のジャイロ

半径ベクトル。b̂は閉じ込め磁場方向の単位ベクトル、Ωs = esB/mscはサイクロトロン

周波数。粒子種 sのジャイロ中心に対する全分布関数を Fs、その平衡成分を F0s、摂動成

分を fs = fs(X, ε, µ, t)として表す。すなわち、Fs = F0s + fs とおく。

粒子のジャイロ位相 χに対するジャイロ平均は

⟨A⟩ = 1

2π

∮
Adξ (A.3)

とするため、ジャイロ平均された物理量は、５次元のジャイロ中心座標と時間 (X, ε, µ, t)

に依存する量となる。fs に対する速度分布関数の比断熱応答部分 hs は、

hs(X, ε, µ, t) = fs(X, ε, µ, t) +
es⟨ψ⟩s
Ts

FMs (A.4)

と表される。一般化ポテンシャル ψ は

ψ(X, ε, µ, ξ, t) = fs(X, ε, µ, t) = ϕ(X + ρs, t)−
v

c
·A(X + ρs, t) (A.5)

である。静電ポテンシャルの揺動成分を ϕ(x, t)とし、ベクトルポテンシャルｎ揺動成分

をA(x, t)とする。粒子位置座標 (x,v)での摂動分布関数を f
(p)
s とすると、

f (p)s (x, v, t) = −esϕ(x, t)
Ts

FMs
+ hs(X, ε, µ, t) (A.6)

と表される。

小半径、ポロイダルおよびトロイダル角の座標系が (ρ, θ, φ)で表されているとき、物理

量 A(x)の磁気面平均 ⟨A⟩は

⟨A⟩ = 1

V ′

∮
√
gdθdφA(x), (A.7)

V ′ =
dV

dρ
=

∮
√
gdθdφ (A.8)

√
g は

√
g = (∇ρ · ∇θ ×∇φ)−1 として定義される磁気座標 (ρ, θ, φ)のヤコビアン。
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非断熱部分 hs(X, ε, µ, t)に関するジャイロ運動論的方程式は

∂hs
∂t

+
(
v∥b̂+ vDs

+
c

B
b̂×∇⟨ψ⟩s

)
· hs

=
esFMs

Ts

(
∂⟨ψ⟩s
∂t

+ vT
∗s

· ∇⟨ψ⟩s
)
+ Cs(hs)

(A.9)

となる。左辺の第一項は hs の時間変化。最後の項の Cs は衝突項。左辺の括弧内第一

項は速度の磁場並行成分。座標変換を行うと、ミラー力の項を出すことができる。第二

項は、

vDs =
cb̂

esB
× µ∇B +msv

2
∥(b̂ · ∇)b̂ (A.10)

として表される磁場ドリフト速度。第三項は非線形項であり、静電ポテンシャルが与える

E ×B ドリフトと摂動磁場に沿った運動による移流項からなる。線形解析では、この項

を無視する。右辺括弧内第一項は、静電ポテンシャル揺動。第二項は

vT
∗s

=
cb̂

esB
×
[
Ts∇ lnns +

(
ε− 3

2
Ts

)
∇ lnTs

]
(A.11)

として表される反磁性ドリフト速度。Cs は衝突項を表す。磁場を横切る座標方向にフー

リエ変換を行うことで、式はより簡便になる。ただし、磁場へ移行方向の座標につい

ては、磁場強度が変化するため、フーリエ変換は行わない。時間 t のフーリエ変換は

∂/∂t→ −iω とする。ジャイロ運動論方程式を線形化し、磁場を横切る座標方向にフーリ
エ変換すると、

∂hsk⊥

∂t
+ v∥b̂ · ∇hsk⊥ + iωDshsk⊥

=
esFMs

Ts

(
∂⟨ψk⊥⟩s

∂t
+ iωT

∗s
⟨ψk⊥⟩s

)
+ Cs(hsk⊥

)
(A.12)

となる。ここで、磁場曲率によるドリフトの周波数 ωDs = k⊥ · vDs、反磁性ドリフト周

波数 ωT
∗s

= k⊥ · v∗s
。Cs は線形衝突演算子と仮定する。ジャイロ平均は０次 Bessel関数

を用いて表す。

⟨Ak⊥⟩s = J0

(
k⊥v⊥
|Ωs|

)
Ak⊥ (A.13)
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付録 B Bohm拡散、Gyro-Bohm拡散

乱流による拡散には、マクロなスケールとミクロなスケールがあり、電磁流体的程度の

マクロなスケールの乱流は Bohm拡散で記述でき、Larmor半径程度のミクロなスケール

の乱流による拡散は Gyro-Bohm拡散で記述される。これらの導出を [12]を参考に行う。

高温で高密度のプラズマを限られた空間に閉じ込められたとき、プラズマ中では電磁的

な固有振動数多く発生する。その中の一つあるいはいくつかが不安定となってその振幅が

時間的に成長する。このような波動を一般的に Ã(r, t)とおいて

Ã(r, t) =
∑
k

A(k, ωk) exp[i(k · r − ωkt)] (B.1)

として表す。ここで、(k, ωk)は固有振動の波数と各周波数を表す。波動は時間的に成長

したり減衰したりするので、角周波数は成長（減衰）率を γk として、ωk = ωkr + iγk と

する。

準線形理論で各パラメータはn(r, t)v(r, t)
T (r, t)

 =

n0v0

T0

+

ñṽ
T̃


=

n0v0

T0

+
∑
k

nkvk

Tk

 exp[i(k · r − ωkt)]

(B.2)

で表す。これらは、連続、運動、外部からの加熱パワーを Pを含んだ圧力の式

∂n

∂t
+∇ · (nv) = 0 (B.3)

mn

(
∂

∂t
v · ∇

)
v = ne

(
E +

1

c
v ×B

)
−∇p (B.4)

3

2

∂p

∂t
+∇ ·

(
3

2
TΓ +Q

)
= P (B.5)
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に従い、式 B.2の密度および速度揺らぎを式 B.3に代入すると、

∂n0

∂t
+
∂ñ

∂t
+∇ · (n0ṽ + ñṽ) = 0 (B.6)

となる。この式の第二項は揺らぎの周波数で変化する時間スケールの運動を表し、第三項

は密度揺らぎと速度揺らぎによる長い時間スケールの運動を表す。式 B.6 を揺らぎの時

間スケール (ω−1
k )より長い時間スケールで平均し、式 B.6を以下のように分離する。

∂nk

∂t
+∇ · (n0vk) +

∑
k=k′+k′′

∇(nk′vk′′) = 0 (B.7)

∂n0

∂t
+∇ ·

[∑
k

Re(nk′v∗
k) exp(2γkt)

]
= 0 (B.8)

式 B.7 の左辺第三項は、異なった波数をもつ波動間の相互作用である。寄与の大きい

E ×B 運動

vk = −i cϕk(k × b)

B
= −i

(
cTi
eB

)(
eϕk
Ti

)
(kbr̂ + krr̂ × b̂) (B.9)

となる。式 B.7から密度の揺らぎ nk は

n
(EB)
k

n0
= −i∇n0 · vk

n0ωk

= −ω∗i

ωk

(
eϕk
Ti

)
= −ω∗iωkr

|ωk|2

(
eϕk
Ti

)(
1− i

γk
ωkr

) (B.10)

で与えられる。ω∗i = kbvdi はイオンの反磁性ドリフト周波数（vdi ≡ −(cTi/eB)/Ln、

Ln ≡ −(∂ lnn/∂r)−1）を表し、n(EB)
k は E × B による密度揺らぎであることを表す。

∇n0 · vk からわかるように、電場の揺らぎによって発生するイオン運動の半径方向の成分

が密度勾配と結合することによって、イオンの密度揺らぎが発生することを示す、ドリフ

ト波動を示す。E ×B 運動のみに着目し、輸送評価を行う。式 B.9、式 B.10から、イオ

ンの粒子束 Γと粒子拡散係数 D = ΓLn/n0 を求めると、

Γ =
∑
k

nkv
∗
kr

= n0

(
cTi
eB

)∑
k

[
kb
ω∗iγk
|ωk|2

∣∣∣∣eϕkTi
∣∣∣∣ exp(2πγkt)] (B.11)
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D = ΓLn/n0

D = −
(
cTi
eB

)∑
k

[
(kbLn)

γk
ω∗i

∣∣∣∣nkn0
∣∣∣∣ exp(2πγkt)] (B.12)

となる。プラズマパラメータに依存せず、1/16になったと仮定すると、

DB =
1

16

cT

eB
(B.13)

となり、ボーム拡散係数が求まる。プラズマの閉じ込め時間 τB は τB ∼ a2/D（aはトー

ラス装置の小半径）で評価することができ、大雑把には

τB　 ∝ a2
(
B

T

)
(B.14)

と閉じ込め時間を表せる。プラズマが高温になるほど拡散が増大し、閉じ込めが悪くなる

ことを示している。また、ボーム拡散は非常に大きな輸送をもたらす。

Gyro-Bohm拡散の導出は、飽和レベルでの揺らぎによる乱流拡散から評価する。飽和

レベルでの揺らぎによる乱流拡散を評価には、混合長理論（mixing length) が用いられ

る。これは、揺らぎによって引き起こされる輸送による密度や温度の勾配の変化を考慮す

るものである。任意の波長 kにおける線形成長率 γk が正の時、輸送は時間的に増大する。

最も大きな成長率を持つ一つの揺らぎ (k, ωk)の振幅は、輸送による密度変化がもとの平

衡量と混合して同程度
∂

∂r
[ñ(r, t) + n0] ∼ 0 (B.15)

として考えると、|ñ/n0| ∼ 1/Lnkr と評価される。密度揺らぎとポテンシャル揺らぎはマ

クスウェル分布から、同程度と評価されるので、これらから、∣∣∣∣ ñn0
∣∣∣∣ ∼ ∣∣∣∣ ñkn0

∣∣∣∣ ∼ ∣∣∣∣eϕkTe
∣∣∣∣ ∼ 1

Lnkr
(B.16)

となる。この式を式 B.12に用いると、

D =

(
cTe
eB

)
(kbLn)

γk
ω∗e

∣∣∣∣ ñn0
∣∣∣∣2 ∼ γk

k2r
(B.17)

が導かれる。線形状態、飽和仮定、定常状態、プラズマ流の有無当を考慮して、揺らぎの

径方向の広がりを

∆r ∼ ρ1−β
s Lβ ∼ 1

kr
(B.18)
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として表す。式 B.12に、強い乱流状態（γk ∼ ωkr
∼ ω∗e）を仮定して、式 B.18式をあ

てはめると拡散係数は

D ∼ γk
k2r

∼ ω∗e

k2r
∝ (ρsvs)

(ρs
L

)1−2β

∼
(
cT

eB

)(ρs
L

)1−2β

(B.19)

となる。このとき Lは温度勾配や密度勾配などの熱力学的な力を表すスケール長、もしく

はそれと同等のスケールを持つプラズマ半径を表す。これをミクロなスケール（β ∼ 0）、

およびマクロなスケール（β ∼ 0.5）の揺らぎ幅に対して評価すると

β ∼ 0の場合D ∝
(
cT

eB

)(ρs
L

)
(B.20)

β ∼ 0.5の場合D ∝
(
cT

eB

)
(B.21)

となる。式 B.21はボーム的な輸送であり、ジャイロボーム拡散は式 B.20となる。ジャ

イロボーム拡散はボーム拡散と同様に温度と磁場強度に依存するが、これに加え (ρs/L)

因子がつく。L が小半径もしくは大半径程度であると考えると、装置サイズが大きくな

れば、輸送量が減少し、閉じ込めがよくなると考えられる。LHDにおいては、ジャイロ

ボーム的な拡散の傾向がある。
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